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ブロードバンド加入者増における
IP電話の役割と主要IP電話事業者

今村　一晃

2002 年以降、日本においてブロードバンド加入者数が急増し

て い る 中 で、 最 も 伸 び て い る の が ADSL で あ る。 そ し て、 そ

の ADSL の伸びを支えている要因の 1 つが IP 電話と言われて

いる。本稿では、これまでブロードバンド市場の形成におい

て重要な役割を果たしてきた IP 電話について考察する。 

本稿では、まず最初に ADSL 市場動向と IP 電話で先行した ISP の

ソフトバンク BB について述べる。その後、2003 年 1 月に KDDI 総

研が行った「IP 電話に関するユーザ動向調査」に基づいて、IP 電話

の現状を把握する。最後に通信事業者系 IP 電話事業者から NTT コ

ムと KDDI、非通信事業者系 IP 電話事業者から NEC を取り上げ、各

社の IP 電話に関する現時点での営業方針について考察する。

１．ブロードバンド市場動向

(1)ブロードバンド加入動向

　近年のブロードバンド加入者数（注 1）の増加は著しく、2000年 12月時点でわずか

63万人にすぎなかった加入者数が、2001年 12月には 284万人と 4倍以上となった。

また、翌 2002年 12月には前年同月比で 2倍以上の 781万人となり、2003年 5月に

は遂にブロードバンド全体の加入者数は 1,000万人を超えた（図 1参照）。

　　　　　　　　■図 1：ブロードバンド加入者数の推移

 出典：総務省ウェブサイト　　　　　　　　　

（注１）

ブロードバンド加入者の定義

は、総務省のウェブサイトに取

り上げられている CATV、DSL、

FTTHの各サービスの加入者と

する。DSLの定義は後述。
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　こうしたブロードバンド加入者数増加の牽引役となっているのが DSL（注２）である。

総務省の DSL加入者数の実績を見ると、2001年 4月に 10万人を突破し、同年 11月

には 100万人の大台にのった。そして、2001年 12月に 152万人だった加入者数は、

翌 2002年 12月には 3倍以上の 565万人となっている。更に、2003年 5月末時点で

の DSL加入者数は 791万人と、5ヶ月間で 200万人以上の増加となっており、増加

ペースは今年になっても衰えていない（図 2参照）。

　2000年 12月時点では、ブロードバンド加入者数 63万人のうち、DSL加入者数は

僅か 1万人にすぎず、2001年 9月時点でも CATV事業者のケーブルインターネット

加入者数は 115万人と DSL加入者の 65万人を上回っていた。しかし、同年 12月に

DSL加入者数が 152万人とケーブルインターネットの 130万人を上回り、その後、両

サービスの加入者数の差は拡大していき、2003年 5月時点ではブロードバンド加入者

数 1,049万人のうち、75%が DSL加入者となっている。

　　　　　　■図２：DSL サービス加入者数の推移

 出典：総務省ウェブサイト　　　　　　　

　そして、この DSL加入者数の大半を占めているのが ADSLである。ADSLに関す

る主要な研究所や金融機関が予測した 2002年における ADSL加入者数と実績を比較

すると、2002年の実績 (注３）は予測を大幅に上回っており、ADSLの伸びは従来の成

長の枠組みをはるかに上回るものであったと言える（図 3参照）。そして、このADSL

の普及に大きく貢献したと指摘されているのが、ソフトバンク BBが提供しているブロ

ードバンドサービス Yahoo!BBである。

　　　　　　■図 3：ADSL の予測と実績の比較

 出典：各社予測資料より KDDI 総研作成　　　　　　　　　　　　　　

（注２）

DSL（Digital Subscriber Line）

は、メタリックケーブルを利用

した高速データ伝送技術の総

称。具体的な方式としては、上

りと下りの速度が対称である

HDSL（High-bit-rate Digital 

Subscriber Line） や SDSL

（Symmetric Digital Subscriber 

Line）、下りの速度が上りの速

度を上回るADSL（Asymmetric 

Digital Subscriber Line） や

VDSL（Very high-bit-rate 

Digital Suscriber Line）がある。

（注３）

総務省は ADSL単独での実績

を公表していないため、ここで

は DSLの加入者実績をもって、

ADSLの実績とした。
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（2）ソフトバンク BB（Yahoo!BB）

　ソフトバンク BBは 2001年 9月に Yahoo!BBを開始した。同サービス開始から 1

年後の 2002年 9月に加入者数が 100万人を超え、2003年 2月には 200万人を超え、

2003年 5月時点で 268万人の累積加入者数を獲得している。特に 2002年 10月から

2003年 5月までは、2003年 3月を除いて毎月 20万人以上の純増となっている。こ

のように Yahoo!BBが躍進している最大の理由として、BBフォンが挙げられる。

　例えば、2003年 5月に KDDI総研が実施したアンケート (注４）において、インター

ネットを利用する目的を複数回答で尋ねたところ、Yahoo!BBのユーザの 49%が IP電

話の利用を挙げており、OCNや DION、BIGLOBEの 5%前後を大きく上回っている。

このことから、IP電話は Yahoo!BBにおいて重要なサービスになっていると言える。

　このように BBフォンが受け入れられた背景として、BBフォン同士の通話は通話料

無料、一般固定電話への通話も全国均一料金で 3分 7.5円という料金設定により、注

目を集めたことが挙げられる。また、2002年夏以降に、街頭で IP電話用モデムを配

布するといった積極的な営業施策を展開した。その結果、BBフォンが牽引役となっ

て Yahoo!BBの加入者数が大幅に増加した（図 4参照）。実際、2002年 7月において

BBフォンの登録者数は Yahoo!BBの加入者数全体の 41%にすぎなかったが、同年 9

月には BBフォンの登録者数の比率が 50%を超え、2003年 5月時点での比率は 88%

とほぼ 9割に達している。

　　　■図 4：Yahoo!BB 加入者数及び BB フォン登録者数の推移

 ソフトバンクグループの広報資料より KDDI 総研作成　　　　

　また、Yahoo!BBが展開した販売施策の中でも話題になったのが、2002年に主要駅

ターミナルなどの街頭で IP電話用のモデムを配布した「パラソル部隊」と言われた販

売部隊である。同部隊の活動は、派手なプロモーションとして注目を浴びた (注５）。しかし、

このパラソル部隊の位置付けを再考した場合、いわゆるマーケティングの 4P（注６）の中

でも Promotionとしてだけではなく、以下に述べるように、Placeとして大きな役割

を果たしていたと考えられる。

　ISPに関する新規顧客の獲得手法としては、一般に、コールセンター、家電量販店、

代理店が主流である。しかし、これらの販売チャネルは各々課題を抱えている。例えば、

コールセンターは顧客に電話をさせるほど自社サービスに興味を持たせ、かつ顧客に電

（注４）

本アンケートは主に FTTH及び

コンテンツについて調査したも

のである。

（注５）

ソフトバンクは、2002年度に新

規加入者獲得費用を 630億円と

発表しており、Yahoo!BBの新

規加入者１人当りに換算すると 3

万 7千円になる。

（注６）

4Pとは、Product（商品 /サー

ビス）、Price（価格）、Place（場

所 /流通網）、Promotion（販売

促進）を指す。

●サービス（日本）
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話番号を覚えてもらう必要がある。代理店はコミッションに左右されるところがあり、

必ずしもいつも自社の顧客獲得を最大の目標にするとは限らない。家電量販店について

もコミッションに左右されたり、また、自社専任の販売員を派遣したとしても、他事業

者が派遣した販売員との競争は避けられない。

　その点、Yahoo!BBが採用した「パラソル部隊」は、同社専任の販売員であり、他社

のサービスを売ることはなく、かつ、その場で関心を抱いた顧客に対して、即座に、加

入手続きをとることが可能となる。また、駅前などの街頭で配布することから、家電量

販店のように他事業者との競合もなく、顧客に対して Yahoo!BBのみの話をすること

ができる。したがって、販売員の人件費という費用面での問題はあるものの、顧客が関

心を抱いたその時に申込をすることが可能であり、しかも商談時において他社との競争

がないことから、Placeマーケティングとしてはかなり有効な施策と言えるだろう。

　ところで、ソフトバンクは平成 15年 3月期における連結ベースでの営業損失が

920億円と前期の 239億円のほぼ 4倍になっている。事業の業種別セグメント別営

業損益でも、平成 15年 3月期のブロードバンド・インフラ事業の営業損失は 962億

円と平成 14年 3月期の 180億円から 5倍になっている。したがって、同社の顧客獲

得方法が財務面で大きな問題を抱えていることは否定できない（表 1参照）。しかし、

Yahoo!BBのユーザ数は 2003年 5月末時点で 250万人を超えており、ブロードバン

ドだけでなく、ダイアルアップも含めた ISP全体の中でも大手事業者の仲間入りをわ

ずか数年の間に果たしたことも、見逃すことのできない事実である。

■表 1：ソフトバンクの事業セグメント別営業損益

 単位：百万円未満切り捨て

連結ベースの営業損益

平成 15 年 3 月期 平成 14 年 3 月期

ブロードバンド・インフラ事業 △ 96,204 △ 17,952

イーコマース事業 2,466 3,206

イーファイナンス事業 △ 5,823 △ 4,920

メディア・マーケティング事業 △ 523 2,561

放送メディア事業 △ 1,615 △ 39

インターネット・カルチャー事業 16,881 9,936

テクノロジー・サービス事業 1,113 1,135

海外ファンド事業 1,991 △ 226

その他の事業 △ 6,383 △ 6,654

計 △ 88,098 △ 12,953

消去または全社 △ 3,899 △ 10,947

連結 △ 91,997 △ 23,901

 出典：ソフトバンク連結決算資料
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２．インターネットユーザの IP電話の認知度および利用意向度

　NTTコミュニケーションズ（以下 NTTコム）、KDDI、NEC各社の営業施策につ

いて述べる前に、2003年 1月に KDDI総研が実施した「IP電話に関するユーザ動向

調査（注 7）」から、わが国のインターネットユーザの IP電話に対する認識を概観する。

(1)「IP電話」の認知度

　IP電話の認知度については全体で 78%、女性でも 70%以上が知っていると回答して

おり、かなり知名度が高い（図 5参照）。これは、同じ ISP会員間同士の IP電話は通

話料無料という料金設定に加えて、新聞やテレビなどで IP電話に関するニュースが頻

繁に報道されていること、さらに、Yahoo!BBが IP電話用のモデムを街頭で配布する

など、日常生活の中で IP電話を目にする機会の多いことが、女性も含めて知名度が高

い理由として推測される。

　　　■図 5：IP 電話の認知度

(2) IP電話の「利用」意向度

　アンケート結果では、回答者の半数近くが IP電話の利用について前向きになってお

り、IP電話に対する需要は確実にあると言える。具体的には、IP電話を「既に利用し

ている」と「利用したい」が合わせて 45%を占める一方、「利用したくない」は 10%

未満にとどまり、IP電話の利用について否定的な層は少ない。同時に、IP電話の利用

について「わからない」と回答した層が 48%とほぼ半数を占めており、特に女性の 6

割が「わからない」としている（図 6参照）。したがって、この層の動向が今後の IP

電話の普及に関するカギを握っていると言える。

　また、多くの IP電話事業者が、同じ ISP会員間の通話料を無料にしたり、一般固定

電話への通話についても全国均一料金で 3分 8円以下とするなど、固定電話の月額使

用料が多いユーザほど IP電話を利用することによる金銭的恩恵が大きい料金体系を設

定している。したがって、毎月の固定電話の使用額が多いユーザほど、IP電話の利用

意向度が強くなると想定して、毎月の固定電話の使用額と IP電話の利用意向の関係に

ついても調べた。

　その結果、固定電話の使用額が 2,000円以下の層で、IP電話を既に利用していると

した回答者が 25%と多いのが目立つ程度で、それ以外については、ほとんどの層にお

いて、「利用している」は 10%前後、「利用したい」は 30%台、「わからない」は 50%

(注７）

このユーザ動向調査は、NTTコ

ムや KDDIといった主要事業者

が IP電話事業を 2003年 3月以

降に本格的に展開するにあたり、

同サービスに関する最新の状況

を把握するために、全国 2000人

のインターネットユーザを対象

にして、2003年 1月に実施した。

尚、このアンケートの回答者の

主な属性は以下のとおり。

・ 性別及び年齢構成は人口動態と

ほぼ同じ。

・ 回答者の居住地域は、全国 47

都道府県となっているが、首

都圏の回答者が 49%とほぼ半

数を占めている。

・ 使用しているインターネット回

線は、ADSLが 54%と半数を

超えるなど、ブロードバンド

ユーザが多く、ダイヤルアッ

プユーザは 7%にすぎない。
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前後となっている。したがって、固定電話の使用額が多い層ほど、IP電話の利用意向

度が高まるといったような関係は見られなかった（図 7参照）。

　　　■図 6：IP 電話の利用意向度

　　　　■図７：毎月の固定電話料金と IP 電話の利用意向度

(3) IP電話の「特徴」に関する認知度

　IP電話を「現在利用している」及び「利用したい」と回答した層を対象に、IP電

話の特徴について知っている項目を選択してもらい、かつ、その中から IP電話を利用

したい項目を択一方式で選択した結果を図 8に示している。その結果、IP電話の特徴

として最も知られているのが、「同じ IP電話事業者の会員同士だと通話料が無料」で、

約 9割が知っていると回答している。また、「全国均一料金で遠距離通話が安くなる」

も 8割以上の人が知っている。この 2つは、IP電話を利用したい理由としても前者が

36%、後者が 33%と合計で 7割を占めている。このことから、「同じ IP電話事業者

の会員同士だと通話料が無料」と「全国均一料金で遠距離電話が安くなる」の 2つが、

IP電話の特徴として広く認識されているだけでなく、ユーザにとって大きな利点とし

て認識されていることがわかる。

　一方、「市内通話料金が割安」についても 6割以上が知っていると回答しており、認

知度は高いものの、IP電話を利用する理由として選んだ回答者は 11%にとどまってい

る。
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　　　■図８：IP 電話の特徴に関する認知度および利用したい理由

(4) IP電話「事業者」の認知度

　IP電話事業者の認知度に関しては、Yahoo!BBの認知度が 68%と 3人に 2人以上が

知っている結果となり、他社を大きく引き離してトップとなった。次いで、NTTコム

（OCN）が 37%で 2位だが、トップのYahoo!BBからは 30%近く引き離されている。尚、

KDDI（DION）は 27%で 3位につけている（図 9参照）。

　しかし、同調査を実施した 2003年 1月時点で、既に IP電話の商用サービスを本格

的に展開していた Yahoo!BBが、街頭で IP電話用のモデムを配布するなど積極的に販

売促進策を実施する一方、NTTコムや KDDIはモニター対象者に限定した試験サービ

スの段階ということもあり、積極的に宣伝や販売促進策を展開していなかった。したが

って、上記調査を実施した時点でのこの知名度の差はやむを得ないと言える。

　また、日本テレコムは、ニフティ・フュージョン・NEC（BIGLOBE）・So-netの 4

社と共に認知度 20%前後で 4位グループを形成している。日本テレコムは、一般固定

電話市場においては NTTグループおよび KDDIと並んで、3大通信事業者の一角を占

めており、2003年 4月末時点のマイラインの登録においても、県外通話におけるシェ

アは 10%と NTTコムの 55%、KDDIの 20%についで 3位となっている。その日本

テレコムが認知度において ISPのニフティや NECと同じ 4位グループに属しているこ

とは、今後、ブロードバンド回線を利用した IP電話市場が、一般固定電話市場のよう

な第 1種電気通信事業者を中心とした寡占市場ではなく、ISPや CATV事業者を巻き

込んだ群雄割拠の市場となる可能性が高いことを暗示していると言えよう。
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　　　　　　■図９：IP 電話事業者の認知度

(5)ISPの変更について

　2003年 1月に実施した「IP電話に関するユーザ動向調査」で、ISPを変更する時に

重視する理由を尋ねたところ、「ブロードバンドサービスを割安な料金で利用できる」

が約 6割と最も多かった。次に、30%の人が選んだ「セキュリティ対策が充実している」

である。これは、近年ウィルスメールやスパムメール（注８）が話題になっており、セキ

ュリティへの関心が高まっていることが影響していると思われる。

　そして、「IP電話サービスを提供」、「無料で IP電話をかけられる相手が多い」が各々

25%と 3番目に多い。この数値は、「無料のコンテンツが多い」や「魅力的なコンテン

ツが多い」といったコンテンツ関連の項目を上回っており、IP電話が ISP変更におい

て一定の役割を果たす可能性があることを示している。

　なお、「メールアドレスが変わるので ISPは変更せず」や「手続きが面倒なので ISP

を変更しない」と回答した人は双方とも 19%となっており、ISPの変更に対して消極

的なユーザの割合はそれほど多くないと言える（図 10参照）。

　このように、一定の条件が揃えば、ISPを変更するとした回答者は半数を超えており、

その条件として、IP電話は、料金やセキュリティに次いで重要視されている。したが

って、主要 ISPが IP電話事業の展開に早急に取り組むことにより、ADSLをはじめと

するブロードバンド加入者の獲得を目指すことは妥当な施策と言える。

　　　　　■図 10：現在利用しているプロバイダの変更について

(注８）

Spam mail。受信者の意図に関

係なく、一度に大量に送信され

る広告や勧誘などのメールのこ

と。メールが大量に送られるこ

とからメールサーバがダウンす

るなどの問題が発生している。
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３． Yahoo!BBに対抗する IP電話事業者の動向と主要 IP電話事業者

のイメージ

(1)主要 IP電話事業のサービス開始動向

　NTTコムや KDDIといった主要 ISPの多くが 2002年 11月以降に IP電話に関す

る試験サービスを開始した。その後、NTTコムが 2003年 3月、KDDIが同年 4月に

IP電話の商用サービスを開始するなど、2003年 3月以降、多くの事業者が IP電話市

場に参入している （表 2参照）。

　また、付加価値サービスとして、インターネット事業や電話事業を展開してきた

CATV事業者も IP電話に取り組んでいる。例えば、既に回線交換型の電話事業を展開

しているジュピターテレコムは、2002年 11月より浦安市にて、固定電話とほぼ同等

の機能を有するライフライン電話サービス（注９）としての機能を目指した IP電話の実証

実験を行っており、三重県の ZTVは 2002年 9月に IP電話専用の「050」番号（注 10）

を申請し、2003年 4月から IP電話の商用サービスを開始している。

■表 2：主要な IP 電話事業者のサービス開始時期

02/4 03/3 03/4 03/5 03/6 月額基本料 通話料（注１）

BB フォン ● 390 円 7.5 円

FUSION IP Phone for

BIGLOBE
● 280 円 8 円

OCN. フォン ● 380 円 8 円

@Nifty フォン ● 280 円 8 円

NTT コム　IP Phone for

BIGLOBE
● 280 円 8 円

So-net フォン ● 280 円 8 円

Hi-ho でんわ C ● 280 円 8 円

ODN IP フォン ● 400 円 8 円

KDDI-IP 電話サービス ● 390 円 8 円

Point Phone（注２） ● 100 円 7.5 円

BIGLOBE フォン（KD） ● 280 円 8 円

  出典：各社資料より KDDI 総研作成

（表注１） 一般加入電話への 3 分あたりの通話料金。全国均一の通話料を採用しており、市内 / 市外とも同一料金

となっている。

（表注２）東京電力系通信事業者のパワードコムが提供。

（2）利用したい IP電話事業者及びその理由

　これまで述べてきたように、人々の IP電話への関心は高く、また、ブロードバンド

サービスに切り替える時に、ISP変更の要因になる可能性がある。そこで、現在使用し

ている ISP別に、利用しているあるいは利用したい IP電話事業者について調べたとこ

ろ、Yahoo!BBと DIONを除くほとんどの主要 ISPにおいて、現在使用している ISP

（注９）

IP電話の緊急重要通信について

は、現在 ITU-T SG11にて、以

下の項目が検討されている。

・ 発信エリアによって最寄りの救

急警察消防センターへ接続す

るなどの適切な着信先ルーテ

ィング方法

・ PSTN網と IP網のインターワ

ーク時に重要呼の優先度を引

き継ぐシグナリングの実現方

法

・ IP網内で緊急電話を適切な

優先度にてルーティングする

QoSの実現方法

・ 自然または人為的災害の早期回

復を目的とした、重要通信（政

府・各種公共機関等の通信）

の優先的な接続方法

（出典：ITUジャーナル 2003年

5月　P18）

（注 10）2002年 2月に公表され

た総務省がまとめた「IPネット

ワーク技術に関する研究会」報告

書において、IP電話の専用番号

として、050番号を指定してい

る。2002年 9月に 050番号を

申請したのは、NTT-ME、ソフ

トバンク BB、フュージョンコミ

ュニケーションズ、ZTV、KDDI

の 5事業者。
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をそのまま IP電話事業者として利用したいとした回答者は 5割未満となった。つまり、

ほとんどの ISPにおいて、半数以上のユーザが、現在使用している ISP以外の IP電話

事業者の利用を検討していることになる。このことは、今後、IP電話が ISPにとって

新規顧客を獲得すると同時に、既存顧客の防衛においても重要な役割を果たすことを意

味していると言える。一方、Yahoo!BBは 9割、DIONも約 6割のユーザが現在使っ

ている ISPをそのまま IP電話事業者として選ぶとしており、両社の顧客ロイヤルティ

はかなり高い。

　現在使用している ISP以外の IP電話事業者を利用したいとした回答者では、NTT

グループのぷららネットワークスを除く ISPにおいて、Yahoo!BBを選んだ人が 20%

前後と、OCN の 16～ 18%を上回っている。これは前述したとおり、Yahoo!BBの知

名度が最も高いことが要因として挙げられるが、他に Yahoo!BBのポジショニングが

他の事業者と大きく異なっていることも理由の 1つとして考えられる。

　また、IP電話事業者ごとに、その事業者を利用したい理由を分類したところ、

Yahoo!BBを選択したユーザの 4割以上が選択理由として挙げているのが、「広告を見

て安いと思った」、「2ヶ月間無料等の特典」、そして「加入者が多く通話料無料の電話

相手が多い」と価格に関連するものが多く、価格を重視するユーザが Yahoo!BBを選

択している。

　その他の IP電話事業者については、「その ISPを既に利用」、「マイラインに加入」

といった既存状況の維持（顧客ロイヤルティ）を理由とする比率が高い。また、「信頼

性が高い」も、OCNと @niftyを選んだ人の 4割以上、DION及び ODNでも 3割以

上が選択理由として挙げている。一方、Yahoo!BBが強い価格面に関しては、OCNの「加

入者が多く通話料無料の電話相手が多い」が唯一 4割以上となっているにすぎない。

　つまり、Yahoo!BBは価格面に強いという、他事業者に対して明確な差別化イメー

ジが確立されているのに対して、その他の IP電話事業者はロイヤルティ及び信頼性が

高いというイメージで重複しており、他事業者との明確な差別化が出来ていない。した

がって、価格を重視するユーザのほとんどが Yahoo!BBに流れる一方で、信頼性等を

重視するユーザについては、OCN、DION、ODN、ニフティなど複数の大手 ISPが顧

客獲得に向けて競争する構図となっている。こうした各事業者のイメージが、前述した

Yahoo!BBを利用したいとする回答者が多いことにつながっていると言えよう。

４．Yahoo!BBに対抗する主要 IP電話事業者の営業方針

　最後に、Yahoo!BBが強さを見せている IP電話事業において、それに追随する NTT

コム（OCN）、KDDI（DION）、NEC（BIGLOBE）の営業戦略について述べる。

　NTTコムおよび KDDIは先行する Yahoo!BBへの対抗策として、コンソーシアム

の形成に取り組んでいる。IP電話事業で先行した Yahoo!BBの IP電話である BBフォ

ンの通話料が無料になるのは、同じ Yahoo!BBの会員間の通話に限定されている。し

かし、NTTコム及び KDDIが形成しているコンソーシアムは、このコンソーシアムに

参加している ISPについては、たとえ異なる ISPの会員間の通話についても、通話料

を無料にするとしている。

　これは、前述したとおり、IP電話の最大の利点として、「同じ ISP会員間の通話料は

無料」ということで広く認識されており（図 8参照）、他社との差別化を図る上でも、

通話料無料の会員を増やすことが、重要な営業戦略の 1つと考えられていることによる。
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　コンソーシアムは、NTTコムや KDDIが IP電話用のプロットフォームを提供し、

各コンソーシアムに参画している各 ISPがそのプラットフォームを利用して IP電話サ

ービスを提供する。両者とも、2002年 11月に IP電話の試験サービスを開始した時に、

コンソーシアムの形成を発表し、各コンソーシアムに参画する ISPを増やしていった。

そして、NECのように、両方のコンソーシアムに加わる ISPも登場している。

(1) NTTコム

　NTTコムは 2002年 11月 14日に、ソニーコミュニケーションネットワークが展開

する So-net及びニフティと IP電話の試験サービスを提供すると同時に、各社のユーザ

間同士で共同実証実験を実施することに合意した。具体的には、2002年 12月以降に

各社の準備状況に応じて NTTコムの VoIP基盤ネットワークを利用して、各社のブロ

ードバンド会員向けに IP電話試験サービスを開始、さらに 2003年 1月から上記 3社

に加えて、NECや松下電器の ｢hi-hoでんわ C｣を加えた 5社の会員間で VoIP相互通

信実証実験を実施した。試験サービス期間中は、自社の会員間の通話だけでなく、5社

の会員間同士の通話に関しても無料とし、2003年 3月の本サービス開始後も無料通話

を継続した。NTTコムのコンソーシアムに参加を予定している ISPは、その後も増え

ており、2003年 6月時点において 22社（注 11）となっている。

　また、NTTコムを選択する理由として信頼性を挙げた人が 7割と最も多いが、NTT

コムもこの信頼性を重視した事業展開を行うことにより、他社との差別化を狙っている。

具体的には、NTTコムは自社が提供する IP電話において、総務省が定めた基準（表 3

参照）よりも優れた音声品質を確保することを目指すとしている。

　このように NTTコムは、ADSLの加入者獲得の有力な手段として、自社のブラン

ドイメージを更に強化する方向で IP電話サービスを開始した。また、2003年 4月 1

日より初期費用及び 2ヶ月間の月額基本料無料のプロモーションを開始した。このプ

ロモーションは月額基本料無料の期間を 2ヶ月から 3ヶ月に延ばして、プロモーショ

ン期間も 6月から 8月末まで続けるなど、価格面では積極的にプロモーションを行っ

ている。その結果、同社は、4月末に OCNブロードバンド加入者数が 100万人を超

えたと発表した。しかし、3月末には ADSLユーザが 90万という報道（注 12）もあり、

Yahoo!BBと比較すると、加入者数はやや伸び悩んでいると思われる。

■表 3：IP 電話の通話品質の目標

クラス A クラス B クラス C

固定電話並 携帯電話並

総合伝送品質率（R値） >80 >70 >50

エンドトゥエンド遅延 <100ms <150ms <400ms

呼損率 <=0.15 <=0.15 <=0.15

  出典：総務省「IP ネットワーク技術に関する研究会」報告書

（注 11）

2003年 6月 17日時点で OCN

ドットフォンからの無料通話を

予定している ISP22社は以下の

とおり。

@nifty、So-net、BIGLOBE、

h i - h o、T N C（T O K A I）、

T-com、ASAHI ネ ッ ト、

DreamNet、SANNET、 コ

ア ラ、BIWALOBE、SaiNet、

ZAQ、TikiTikiインターネッ

ト、JANISネット、Fiber Bit、

ReSET.JP、Web し ず お か、

@nsk、COCONE'BB、COSMOS 

NET COMMUNICATIONS、

AIRnet

（注 12）

日刊工業新聞 2003年 5月 15日
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■表４：ITU-T G.109 における通話品質カテゴリーの定義

R値の範囲 通話品質のカテゴリ ユーザの満足度

90 ≦Ｒ <100 Best Very satisfied

80 ≦Ｒ <90 High Satisfied

70 ≦Ｒ <80 Medium Some users dissatisfied

60 ≦Ｒ <70 Low Many users dissatisfied

50 ≦Ｒ <60 Poor Nearly all users dissatisfied

 出典：総務省「IP ネットワーク技術に関する研究会」報告書

　NTTコムのブロードバンドの加入者が伸び悩んでいる要因として、NTTグループ

全体の方針として、ブロードバンドの主力をADSLから FTTHに移しつつあることが

推測される。NTTグループを統轄する持ち株会社の NTTは、2002年 11月に「"光 "

新世代ビジョン－ブロードバンドでレゾナント（注 13）なコミュニケーションの世界へ－」

を発表した。本稿では、同ビジョンの内容は割愛するが、NTTはこの時の資料で、

2007年において FTTHユーザが 1,409万世帯とADSLの 1,395万世帯を上回るとし

ている。同じ資料で、2002年末のユーザが FTTHの 22万世帯に対して、ADSLは

630万世帯としていることから、同社は FTTHの伸びがかなり大きいと予測している

（図 11参照）。

　FTTHユーザが大幅に伸びるという予想に基づいて、NTTグループ全体としては

FTTHユーザの獲得に注力している。例えば、NTT東日本は人気アイドルグループ

SMAPを引き続き起用して積極的にテレビ広告を実施しており、また、NTTコムも

2003年 4月より FTTHの月額利用料金を値下げしている。更に同じ NTTグループ

企業である NTT東日本も今年 7月から FTTHの月額利用料金を値下げすると発表し

た。このように、Yahoo!BBがADSLの顧客獲得に集中しているのに対して、NTTコ

ムはグループ戦略の中で、FTTHを重視しながら、ADSLユーザの獲得も行うという

構造になっている。

　　　　■図 11：NTT のインターネット利用世帯数の予測

 

 出典：NTT 広報資料　　　　　　

（注 13）

レゾナント（resonant）は、英

語の「共鳴する、共振する、響く」

の意味を持つ動詞：resonateの

形容詞形。
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(2)KDDI（DION）

　KDDIも 2002年 11月 27日に、日本テレコム、パワードコムとともに 3社で相互

接続を行ない、更に、NEC・松下電器・朝日ネットなど主要 ISPが加わったコンソー

シアムを結成することを発表した。このコンソーシアムは、当初 KDDIと共にメガコ

ンソーシアムを推進する日本テレコム、NEC、松下電器の 4社間で各社が提供、また

は提供予定の個人向け IP電話を相互接続することについて合意したものである。その

後、参加を予定する ISPは順調に増加し、2003年 5月時点でコンソーシアムを形成し

ている通信事業者及び ISPは 18社（注 14）となっている。また、ISP以外にも 10社以上

の CATV事業者とコンソーシアムを形成している。

　このコンソーシアムの動きとしては、6月 24日より KDDI、日本テレコム、パワー

ドコムの 3社が IP電話網の相互接続を開始した。また、提携している ISPでは、既に

NECが 6月 2日より BIGLOBEフォン（KD）というサービス名で IP電話サービスを

開始しており、その後、順次、提携 ISPや CATV事業者との相互接続を開始する予定

である。

　KDDI単独としての IP電話への取組みについてだが、テレビ広告を行うなど、IP電

話を展開している事業者の中では積極的に取り組んでいると言える。テレビ広告の内容

は、DIONの会員同士の IP電話なら通話料無料になることを訴求している。

　通話料無料を訴求している理由として、IP電話の特徴として、同じ IP電話事業者同

士だと通話料無料の認知度がほぼ 9割に達し、利用する理由でも 36%と第 1位になっ

ているなど、この点の顧客へのアピール度が大きいことが挙げられる。さらに、価格面

を訴求することにより、他社との差別化を図ると同時に、価格志向の顧客を獲得するこ

とを狙ったものと言える。

　その理由として、IP電話事業者のイメージにおいて、Yahoo!BBのみが価格面で突

出したイメージを持っている一方、他事業者は信頼性などでほぼ同じブランドイメージ

となっていることから、差別化を図っている。

　前述したように、KDDIは顧客ロイヤルティが高く、同社が抱える主要課題の 1つは、

他社ユーザからの切り替えと言える。したがって、積極的にテレビ広告を行うことによ

って、IP電話事業者としての KDDIの認知度を高めていく施策を重要視している。

（3）NEC（BIGLOBE）

　NEC は、今日のように IP 電話が注目を集める前から、2001 年 11 月に

DialPad（注 15）と提携して BIGLOBEの会員向けにインターネット電話サービスを開始

するなど、IP技術を使った音声サービスの展開に積極的であった（注 16）。しかし、同社

は IP電話をブロードバンドユーザへの重要な付加価値サービスとして位置付けてはい

るものの、Yahoo!BBのように自ら投資をするといった事業リスクを避けて、コンソー

シアムに参加することによって IP電話を提供する方法を選択した。

　また、同社は、ユーザには可能な限り多くの選択肢を提供するという方針に基づき、

NTTコム主体のコンソーシアム、KDDI・日本テレコム・パワードコムが主体のコン

ソーシアムの双方と提携しているだけでなく、フュージョンコミュニケーションズが提

供している IP電話（注 17）も提供しており、個別にさまざまなプロモーションを実施し

ている（表 5参照）。

（注 14）

コンソーシアムに参加している

18社は以下のとおり。尚、OCN

のコンソーシアムに提携してい

る ISPは、NTTコムの資料に基

づいて、ISPを記したが、ここで

は KDDIの資料に基づいて会社

名を記す。

日本テレコム、パワードコム、

NEC、ニフティ、松下電器、

NTTデータ三洋システム、日

本ユニシス情報システム、グロ

ーバルメディアオンライン、イ

ンタードットネット、デオデオ、

コジマ、JENS、KCOM、ほくで

ん情報テクノロジー、トナミ運

輸、北電情報システムサービス、

富士通長野システムエンジニア

リング、KDDI

（注 15）

1999年 10月に米国でインター

ネット電話サービスを開始した

事業者で、2000年 6月に日本

法人を設立し、2001年 11月に

BIGLOBEの会員向けにインタ

ーネット電話サービスを提供し

た。DialPad は 2001 年 12 月

に米国連邦破産法第 11条、い

わゆる Chapter 11を申請した

が、親会社である韓国の Serome 

Technoloy, Inc.の援助を受け、

現在も事業を継続している。

（注 16）

「dialpadインターネット電話」以

外にも、パソコン同士で無料で

電話ができる「BitArena電話」、

パソコンでテレビ電話が可能な

「Vchat Personal」を提供している。

（注 17）

フュージョンコミュニケーショ

ンズは 2001年 4月より、アク

セス網は既存の回線交換型の電

話網、中継ネットワークに IP網

を利用した IP電話を提供してい

るが、2003年 2月より全ての回

線に IP網を利用した IP電話を

開始した。NECが提供している

のは、後者の IP電話サービス。
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■表 5：NEC（BIGLOBE）が提供している IP 電話サービスとプロモーション

月額基本料 通話料（注１）
プロモーション

内容 期間

Fusion IP-phone 

for BIGLOBE

280 円 8 円 「友達紹介キャンペーン」：

紹介者に 5,000 円のギフト

券、入会者には 3,000 円分の

BIGLOBE 利用券

2003年 4月 25日

　～ 7月 25 日

NTTコム IP-phone 

for BIGLOBE

280 円 8 円 （1）「友達紹介キャンペーン」：

同上

（2）「おこづかいキャンペー

ン」：入会者に一律 3,000

円分の BIGLOBE 利用券

2003 年 5 月 1 日

　～ 6月 30 日

BIGLOBE フォン

（PN）

280 円

(実質無料
（注２）)

8 円 （1）「友達紹介キャンペーン」：

同上

（2） 国内の通話料 3 万円分ま

で無料

   （但し、2003 年 7 月 31 日

迄の通話）

2003年 5月 22日

　～ 7月 15 日

BIGLOBE フォン

（KD）

280 円 8 円 2003 年 9 月迄月額基本料無料

モデムの交換料無料

～ 2003 年 9 月

 出典：NEC（BIGLOBE）ウェブサイトより KDDI 総研作成

（表注１）一般加入電話への 3分あたりの通話料金。全国均一の料金を採用。

（表注２） 月額基本料と同額の 280 円を、ADSL/B フレッツの接続料金から差し引くので、実質の負担増は無い。

但し、モデム等のレンタル代金の負担は増える。

　現在、NECが抱えている問題は、OCNや DIONの会員ならば同じ ISPの会員同士

の通話ならば通話料無料となるが、BIGLOBEの会員は、必ずしもそうならないことで

ある。例えば、同じ BIGLOBEの会員でも、NTTコムのコンソーシアムの IP電話と

KDDIが参加するコンソーシアムの IP電話を利用している会員同士の通話は通話料無

料とはならない。したがって、同社は、現在双方のコンソーシアムに相互接続をするよ

う働きかけている。

　そうした活動の結果、2003年 4月 1日に「IP電話普及 ISP連絡会」が発足し、

NTTコム、KDDI、ソニーコミュニケーションネットワーク、NEC、ニフティ、日本

テレコム、松下電器、ぷららネットワークスの 8社が幹事 ISPとして参加している。

この連絡会では、「各 ISPが準拠すべき品質／サービスポリシーなどをまとめたガイド

ラインの作成を行うとともに、相互通話を含む ISPが抱える共通の課題・検討事項に

ついての意見交換等を実施」するとあり、NECが望む方向へ一歩進んだと言える。

＜出典・参考文献＞

各社ウェブサイト、KDDI 総研「IP 電話ユーザ動向調査」、同「FTTH ユーザ動向調査」

総務省「IP ネットワークに関する研究会」報告書、日刊工業新聞 2003 年 5 月 15 日
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Verizon、携帯電話とコードレス電話を一体化

米国 Verizon は、携帯電話、コードレス電話を 1台で使用できるハ

イブリッド電話機を来年提供する予定である。米国通信業界では最

近、固定電話（市内・長距離）、携帯電話、DSL のパッケージ料金

が急速に普及し (注 18）、請求書の一本化などのユーザ利便性が向上す

る施策を打ち出している。Verizon は 2 つの電話機を 1台にするこ

とによりさらにユーザ利便性を向上し、他社との差別化を模索して

いく。

１． ハイブリッド電話機を来年発売予定

　米最大手 Verizon（注 19）は、携帯電話とコードレス電話を一体化したハイブリッド電話

機「Verizon ONE」を 2004年の早い時期に発売する。「Verizon ONE」は、外では携帯電

話として、家庭では固定電話のコードレス電話として 1台で利用でき、また 1つの電

話番号を携帯電話と固定電話の 2つに共用することができる。機能的には発信者番号

通知、ボイスメール等があるという。

　まずは、同社が固定電話（市内・長距離）、高速インターネット接続サービスを提供

している集合住宅の一部を対象に「Verizon ONE」を発売する予定である。端末の開発

は Axesstel（注 20）が担当、端末と親機のセットで US$200ほどで小売販売する模様。

２．今後の動向と課題

　この「Verizon ONE」について、「ハイブリッド電話は携帯電話に固定電話の機能を追

加するためサイズが大きくなったり、機能面での制約を受ける可能性がある」、「家族全

員が携帯電話を持っている場合、一つの固定電話番号と複数の携帯電話番号をどう結び

つけるかという問題がある」と指摘する業界アナリストもいる。また、そもそも携帯電

話とコードレス電話を 1台にする必要性をどれだけのユーザが感じているのかも定か

ではない。

　Verizonは、最近の傾向として国内通信サービスの売上減を国際通信サービス及び携

帯電話サービスの売上増でカバーしている形となっている（図表 1参照）。

（注 18）

KDD I 総研 R&A2003 年 7月号

「BellSouth、SBCおよび Cingular

による固定･携帯電話の料金統合

サービス登場」参照。

（注 19）

Verizon Communications Inc.概要

・ 旧 AT&Tが 1984年に分割され

た際に誕生したベル系地域電

話会社（RBOCs：Regional Bell 

Operating Companies）の 1つ

Bell Atlanticと独立系地域電話

会社最大手の GTEが 2000年

に合併して誕生した米国最大

の地域電話会社。現在、営業

区域は、31 州＋ Washington 

DC。1999年より営業域内発信

LATA間通信（長距離）サービ

スにも参入。

　携帯電話事業は英 Vodafoneと

の合弁会社、Verizon Wireless

が提供。加入者数全米１位。

・ 2002年 12月期業績（連結ベー

ス）：売上高 67,625百万米ドル（約

8兆 1,014億円）、純利益 4,079

百万米ドル（約 4,886億円）

・ 従業員数 227千人。

（注 20）

Axesstel, Inc.概要

・ 2000年 7月創立の通信機器メ

ーカー。

・ 本社所在地：米国 California

州 San Diego市。主要製品：

CDMA無線通信ＰＣカード、

開発途上国向けWLL（Wireless 

Local Loop＝ FWA＝加入者系

無線アクセスシステム）端末。

・ 2002年 12月期業績 ：売上高

8,086千米ドル（約９億 6,800万

円）、純利益 635千米ドル（約

7,600万円）

ト ピ ッ ク ス
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　　　　■図表１：Verizon 売上高推移（セグメント別）

 （出典） Verizon「2002 Annual Report」　　　　　

　ただ、今まで好調であった携帯電話サービスについても、成長の鈍化・料金競争の激

化から、これまでのような売上増が見込めるか不透明な状況である。したがって、最大

の地域電話会社であり、携帯電話加入者数全米 1位の Verizonといえども、今後の施策

について模索している状況であり、今回のハイブリッド電話も、最近の請求書一本化サ

ービス等と同様、顧客囲い込みへの新たな施策の模索の一つであるといえるかもしれな

い（注 21）。

　一方、日本ではハイブリッド電話機の登場は、以下の状況によりしばらく時間がかか

るものと思われる。

①ハイブリッド電話機は、固定電話の機能を追加することにより従来の携帯電話機より

大型化すると予想され、端末の大きさやデザインを重視する日本人には受け入れられ

にくいと思われること。

②携帯電話が短期間で機種変更され、しかも安価に提供されている現在の環境では、機

能が増えることにより、通信事業者のハイブリッド端末販売コストの負担が大きくな

ると予想されること。

③ハイブリッド電話の先輩格である PHSとコードレス機の統合が、ほとんど実現され

ていない状況であること。

　以上のように、「Verizon ONE」が市場に受け入れられるか不確定な面もあるが、それ

故その詳細、浸透状況について、また他社を含めた次なる施策について、引き続き米国

通信業界の動向とあわせ注目してゆきたい。

 （高橋　秀一）

＜文中の換算率＞

1 米ドル＝ 119.80 円（2003 年 6 月 30 日東京市場 TTM レート）

＜出典･参考文献＞

Verizon Communications Inc. のプレスリリース（2003 年 6 月 19 日）

Verizon Communications Inc. の「2002 Annual Report」

Verizon Communications Inc. の HP（http://www22.Verizon.com/）

Axesstel, Inc. の HP（http://www.axesstel.com/）

（注 21）

Verizon は「Verizon ONE」 の

他、以下の新サービスについて、

2003年 10月 1日より提供する

予定である。

・最大 1.5Mbpsでのインターネ

ット接続

・長期契約割引プラン

・ 一部集合住宅における Wi-Fi 

hotspotの提供

・ 6つのメールアドレス及び

20MB（メガバイト）のオンラ

インストレージの提供



August 2003   17

モバイル（米国）

米ベンチャー企業 FastMobile、ソフトウェアで
Push-To-Talk 型サービスを実現

米国の主要移動体通信事業者が Push-To-Talk 型サービス市場へ参入

することを表明しているなか、米ベンチャー企業の FastMobile は、

GPRS 網においてソフトウェア（携帯端末用アプリケーション）を

利用した Push-To-Talk 型サービス（音声・テキスト・画像混合）を

提供している。

　米ベンチャー企業の FastMobile（注 22）は、ソフトウェア（携帯端末用アプリケーション）

を利用した Push-To-Talk型サービス ｢fastchat｣を、米国の主要な GPRS（General Packet 

Radio Service）（注 23）ネットワーク上で 2003年 5月から提供している。NEXTELの提供

する Push-To-Talk型サービスとは異なり、音声をパケット化し、メッセージとしてデー

タネットワーク上で通信させる仕組みである。

　｢fastchat｣は、FastMobileが GPRS上のアプリケーションプロバイダーとしてサー

ビスを提供するものであり、通信事業者のサービスとは異なる。すなわち、利用者

は、｢fastchat｣ 利用料（無制限利用で月額 9.95ドル）を FastMobileに支払うと同時に、

GPRS利用料も通信事業者に別途支払うことが必要となる。

　米移動体通信事業者の T-Mobile、AT&T Wireless、Cingular Wirelessの GPRSデータサ

ービスが利用できる環境であれば、携帯端末に FastMobileから提供されるソフトウェア

をインストールするだけで、Push-To-Talk型サービス ｢fastchat｣を利用することができ

る。このため、対応機種（注 24）を持っているユーザは新たに機種を変更する必要がない。

また、移動体通信事業者にとっても、サービスを提供するために、特別な設備を準備す

る必要がなく、追加コストは発生しない。

　利用方法は、NEXTELの Push-To-Talk型サービスとほぼ同様で簡単。通話相手やグル

ープを指定したのち、端末上の Talkボタンを押し続けて、マイクに向かって話す。相

手からの応答は自動的にスピーカから出力されるか、メッセージの到着として通知され

る。電話のように音声で応える必要はなく、テキストメッセージや画像データで応答す

ることも可能。

　Push-To-Talk型の音声メッセージを携帯端末間でやりとりするほか、ネットワークに

接続されたパソコンなどともデータ交換ができる。

　｢fastchat｣サービスは、異なる移動体事業者に加入する携帯端末同士でも利用でき

る。2003年 1月には、Chicago（Illinois州）に設置された FastMobileのサーバを経由し

て、Chicago（米国）と London（英国）間での Push-To-Talk型サービスの通話に成功し

ている。このときの移動体通信事業者は、米国側が T-Mobile、英国側は Orangeおよび

Vodafone。FastMobileのサーバが各移動体通信事業者のネットワークと接続されている

（注 22）

移動体通信網を利用して、音

声・テキスト・画像の統合的な

インスタントコミュニケーショ

ンのサービスを提供するベンチ

ャー企業。社長兼最高経営責任

者は創立者の 1人でもある Kang 

Lee氏。ベンチャーキャピタル

の Leo Capital Holdingsや BlueStar 

Venturesが投資している。

（注 23）

現行の回線交換による GSMサー

ビスを高度化することによりパ

ケット交換の高速データ通信を

可能とするサービス。2Gにあた

る GSMサービスと 3Gサービス

の間に位置する過渡的なサービ

スとしての位置づけから「2.5G」

とも呼ばれる。

（注 24）

現時点では、Nokia製（２機種）

および Sony Ericsson 製（１機

種）の携帯端末のみが対象とな

っている。今後、Siemens 製、

Motorola製、Samsung製の端末に

も対応予定。
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ため、異なる移動体通信事業者に加入する携帯端末同士でも Push-To-Talk型サービスが

利用できる。音声情報は、電子メールサービスの仕組みと同様に、GPRSネットワーク

に接続されたサーバを経由して配信されるため、Nextelが提供する Push-To-Talk型サー

ビスと比較すると、若干の遅延があるという。

　　　■図表 1：米英間の Push-To-Talk 型通話のテスト構成イメージ

 （FastMobile ホームページの内容より KDDI 総研作成）　　　　　

　欧州では、フィンランドの移動体事業者 Radiolinja（注 25）が、GPRS網を利用して、

｢fastchat｣サービスのトライアルを予定することを発表している。Radiolinja副社長 Kirsi 

Valtari氏は、｢fastchatは魅力あるアプリケーションを提供するとともに GPRSサービ

スを発展させることになる。｣と期待している。

　一方、Ericsson、Nokiaおよび Siemensの大手移動体通信機器メーカ 3社は、GPRS網

における Push-To-Talk型サービスの技術標準化を共同で進めることを発表している。

標準化の目的の 1つとして、GSM事業者間の分離回避、すなわち、異なる通信事業者

の携帯端末同士でも、相互にサービスが利用できることを掲げていたが、｢fastchat｣

のようなソフトウェアによって先を越された格好になってしまった。ユーザおよび移

動体通信事業者が、ソフトウェア型に興味を示すことになれば、メーカ側の今後の

Push-To-Talkシステムの売込み戦略に影響を及ぼすことは必須であろう。

　今後、FastMobileは、ソフトウェアによる Push-To-Talk型サービスを、CDMA網にも

対応させるほか、BREWおよび Javaの端末用のソフトウェア提供を予定している。

　メッセージ交換機能を拡張した Push-To-Talk 型サービスであるため、ある程度の

遅延発生は覚悟する必要がある。そのため、NEXTEL の Push-To-Talk 型サービスを

業務用として利用するユーザが、｢fastchat｣ に乗り換えることを期待するのは難しいで

あろう。しかし、娯楽的な利用が予想される一般消費者層をターゲットとしたい通信事

業者にとっては、少ない負担で早期のサービス展開が可能であることは魅力的である。

今後の Push-To-Talk 型サービス市場への影響度が注目されるところである。

 （木村　寛明）

（注 25）

北欧を中心に事業を展開す

る、通信事業の持ち株会社 Elisa 

Communicationsグループの一員。

フィンランド国内の加入者数は

約 130万人。
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＜出典･参考文献＞

FastMobile Inc. のホームページ （www.fastmobile.com）

Radiolinja のホームページ （www.radiolinja.fi）

Nokia Corporation のホームページ （www.nokia.com）

モバイル（韓国）

韓国 SK Telecom の CDMA2000 1x EV-DO 
サービスの展開状況

Qualcomm の CDMA 方式携帯電話が利用されている国のなかで、韓

国は最も早く本格的な第 3 世代方式である CDMA2000 1x EV-DO

を開始した国である。その韓国の最大手携帯電話会社である SK 

Telecom の同サービスについて概観してみる。

１．背景

　韓国は第 2世代 CDMA方式である cdmaOneの導入も最も早かった。SK Telecom（以

下、SKT）以外の 2社（KTF、LG Telecom）を含め、韓国の携帯電話事業者はこれまで

CDMA一色で来た。（注 26）

　筆者が会合を持った SKT社員の情報によると、韓国が第 2世代（デジタル）立ち上

げ当時に欧州を中心に勢いを得ていた GSMを導入しなかったのは、北欧メーカー等外

国メーカーに席捲される危惧を持ったのが主因とのことであった。すなわち、三星電子

や LG電子といった自国メーカーの保護、育成が主な理由であった模様である。（注 27）

　SKTの前身は、政府系ナショナル・フラッグキャリア韓国通信（注 28）の携帯電話子会

社、「韓国移動通信」であった。同社は 1994年、韓国通信グループの市場支配力抑制

を趣旨とする政策下でスピンアウト、鮮京（SK）グループ傘下に転身し、現 SKTとな

った（注 29）。韓国通信は 1700MHz帯で新たに PCS（注 30）免許を取得、これにより現在営

業しているのが KT子会社の KTF（業界 2位）である。

　SKTは 2002年 1月、Shinsegi Telecom（新世紀通信）を吸収合併することに成功、

結果的に 50％を超える市場シェアを保持し続けている。

（注 26）

ただし、SKTと KTFは 2000年

12月、W-CDMA（2GHz帯）の免

許を得ている。LGT（第 3世代は

cdma2000の免許を取得）のみ

が Qualcomm方式の路線を歩む。

SKT、KTFによる W-CDMAサー

ビスの開始は 2003年内とされて

いる。cdmaOne、CDMA2000 1x

の提供に留まっている LGTも、

同じく 2003年内に CDMA2000 

1x EV-DV（Data/Voice）（2GHz帯）

を予定している。当時 SKT等が

W-CDMAを選んだのは、GSM採

用キャリアが多いことによる国

際ローミングの広さ、規模の経

済による機器・端末価格の低下

への期待からであろう。

（注 27）

独自方式 PDC採用の日本は、方

式そのものの差が外国メーカ

ーに対する防波堤となったとの

言い方も可能だろう。なお、韓

国情報通信部関連の技術系研

究機関である Electronics and 

Telecommunications Research 

Institute（ETRI）は以前 Qualcomm

と共同研究を行い、韓国にお

ける CDMA技術製品販売から

Qualcommが得るロイヤルティの

一部を貰い受けている（KDDI総

研 R&A2001年 1月号参照）。こ

のことも韓国が CDMA路線で来

たことと無関係ではないだろう。

（注 28）

現在では 100％民営化して KT 

Corp.の名称となっており、単に

KTと呼ぶのが一般的である。

（注 29）

2003年 5月の SK会長逮捕にま

でエスカレートした SK Global（商

社・流通・エネルギー）の粉飾

決算事件の結果、SKT等の傘下

企業はそれぞれより自律的な経

営を指向することとなった。こ

の一件で同財閥は、日本の旧財

閥系企業のような（名目的に SK

を冠する）緩やかな企業の集ま

りに向かうとされ、これを事実

上の財閥解体開始と評する向き

もある。
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2. EV-DOサービス

（1）展開状況

　SKTは目前の高速サービス需要に応えるため、cdmaOneと同じ 800MHz帯において、

2000年 10月、世界で最初に CDMA2000 1xサービスを、2002年 1月、同様に世界で

最初に CDMA2000 1x EV-DO（注 31）サービスを開始した。2002年末現在で 80余りの主

要都市が EV-DO機能を持つ基地局でカバーされ、同時点の人口カバー率は 85％程度と

なっている。Global Mobile誌（2003.6.4）によると、2003年 3月現在の EV-DO加入者

数は約 40万である（注 32）。

（2）プレミアムサービス“June”

　EV-DOサービスは相対的により高速なデータ通信を可能にするもので、サービス内

容が全く異質なものに変わるというものではなく、前世代のサービスとはシームレスに

つながっている。このため、表 1の SKT資料も、cdmaOne、CDMA2000 1x、同 EV-DO

に適用される料金を一体的に示している。

　高速ならではの EV-DOサービスとして、SKTは 2002年 11月、EV-DO端末でのみ利

用できるプレミアムサービス“June”を開始した。表 1のなかでは、Video on Demand

（VOD）、Music on Demand（MOD）やビデオフォンが Juneのサービスに属す。表 2はサ

ービスのフレームワークの中での Juneの位置づけである。

■表 1：SK Telecom の料金（cdmaOne、CDMA2000 1x、同 EV-DO に適用）

料金（注1） 通信量 通信時間 通信料

通話（10 秒あたり） 21 ／ 14 ／ 10 ウォン（スタンダード／割引き／夜間）

パケット

データ

（1packet

=512bytes

あたり）

テキスト 文字 6.5 ウォン 4KB － 52 ウォン（注 2）

GVM（注 3） カラオケ、音

楽、写真・絵 2.5 ウォン
40KB － 200 ウォン

SK-VM ゲーム、MMS 120KB － 600 ウォン

Video on 

D e m a n d

（VOD）

映画、放送ク

リップ

1.3 ウォン

1.2MB 2 分 3120 ウォン

アニメ

Music on 

D e m a n d

（MOD）

音楽

1.44MB 3 分 3740 ウォンオーディオ・

ブック

Wavelet NATE Air 200KB － 500 ウォン

インターネットアクセス 1.5 ウォン － － －

ビデオフォン 1.5 ウォン 480KB 1 分 1400 ウォン

回線交換データ（10 秒あたり） 15 ／ 11 ／ 7 ウォン（スタンダード／割引き／夜間）

 出典：SKT 社資料、3G in SK（2002.9）

（表注 1）上記の他、月額基本料が 15,000 ウォン（約 1500 円）かかる。

（表注 2）これは通信料の例である。4KB ÷ 512bytes × 6.5 ウォン≒ 52 ウォン

（表注 3）GVM は Game Virtual Machine の略

（注 30）

韓国では、800MHz帯の携帯電話

をセルラー電話、1700MHz帯の

携帯電話を PCSと呼んでおり、

本質的な差があるわけではない。

（注 31）

EV-DOは、Evolution Data Onlyの

略。通信システムは IPパケット

によるデータ通信用途であり、音

声通信を行うときは CDMA2000 

1xの回線交換チャネルが用いら

れる。静止時、CDMA2000 1x は

最 高 で 156.3kbps、CDMA2000 

1x EV-DOは同 2.4Mbpsのスルー

プットが得られるとされる。同

じく、W-CDMAでは、発展バー

ジョンによりそれぞれ 384kbps、

2Mbps、10Mbpsと高速化される。

（注 32）

サービス開始後 1年超で 40万加

入という数字は順調とは言えな

いだろう。その理由として、（1）

EV-DOならではのプレミアムサ

ービス“June”（後述）の投入

が 2002年 11月と遅れたこと、

Juneを利用できる端末の価格が

同 2002年 11月現在で 60万ウォ

ン～ 70万ウォン（約 6～ 7万円）

と高いことが挙げられる。同時期

の平均的な端末価格は 30万ウォ

ン～ 50万ウォン（約 3～ 5万円）

とされる。また、（2）機種投入

の展開自体の遅れも指摘されて

いる。サービス開始当初は PCや

PDAに装着するカード（PCMCIA 

Card）がメインだった。さらに、

（3）基本的要因として、市場自

体の飽和傾向を指摘することも

できる。加入者の対前年伸び率

は、1999 年 が 67.7 ％、2000 年

が 14.4％、2001年が 8.3％である。

なお、W-CDMA展開予定が暗に

EV-DOへのブレーキとなってい

る可能性がある、との見方もで

きよう。
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■表 2 ：SK Telecom のサービス・フレームワーク

 （2002 年末現在）

サービスの系統 各サービスブランド サービス内容 加入数等

携帯電話

サービス

ネットワーク系 SPEED011、Power 

Digital 017、ting、

TTL、UTO、CARA

音声通話。

SPEED011、Power 

Digital 017 の基

本サービス（注 1）の

上にターゲット別

にテイラー型サー

ビスがある。ting

は 13 ～ 18 歳、TTL

は 20 代、UTO は 25

～ 35 歳、CARA は

婦人向け。

1722 万 加 入。 加

入ベース市場シェ

ア 53.2 ％。2002

年 の 平 均 MOU は

191 分。ARPU は

43,196 ウ ォ ン

（4320 円）

ワイヤレ

スインタ

ーネット

サービス

プラットフォーム

系

NATE、June NATE は、 有 線 環

境、 携 帯、PDA、

VMT（注 2）からのネ

ットアクセス（ポ

ータル）（注3）。June

は EV-DO 端末での

ビデオ主体のサー

ビス

1480 万加入（WAP

の1360万を含む）。

売上げは 7310 億

ウォン（731億円）。

ネット接続 ARPU

は3720ウォン（372

円）

アプリケーション

系（決済、金融）

MONETA、NeMo MONETA はスマート

チップ装着の携帯

電話での支払い、

NeMo は、自分（NeMo

加入者）から他の

NeMo 加入者に対し

携帯による支払い

が可能

MONETA が 100 万

加入、NeMo が 270

万加入

 出典：SKT の Annual Report 2002

（表注 1）Shinsegi Telecom を合併したため、番号体系が 2つある。

（表注 2）VMT は Vehicle Mounted Terminal（車載端末）。

（表注 3） ハンドセットからの NATE 利用には、具体的には、NATE Wizard（アプリケーション・ダウンロード、ゲーム、

株価情報、チャット、e-Book）、Mobile AD（ローカル広告、個人広告）、NATE Drive（地図、ローカル情報、

友人検索、道路検索）、Coupack（スーパー・百貨店で購買に利用できる割引クーポン）、NATE Air（ニュー

ス、映画、アダルト、ファッション、コメディ、音楽、英語など 10 チャネルのネット放送）がある。

　　　　■ June が利用可能な端末像

　　　　　出典：（左） Korea Now の HP（http://kn.koreaherald.co.kr/SITE/data/html_dir/2002/11/30/

　　　 　　　 　　200211300114.asp）

　　　　　　　　（右）SK Telecom の Annual Report 2002
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【コラム】KTF の新サービス

　業界 2 位の KTF も EV-DO サービス（ブランド：FIMM（First in Mobile 

Multimedia））を 2002 年 6 月に開始しており、同サービスの 2003 年 3 月現在加

入数は 9.2 万である。SKT 同様、決して順調な数字とは言えない。

　しかし、全加入数ベースでの KTF の業界シェア（2003 年 3 月現在）は 31.6％

で決して低くなく、同社としてはフラッグキャリア KT グループの一員として、

是非とも挽回したいところである。

　KTF は最近、（1）モバイルモニタリング（2003 年 6 月下旬）、（2）ホットコー

ドホン（同）、といった映像系を含む新サービス、端末を投入している。前者は、

インターネット経由で企業や住宅に設置されている監視システムにアクセスす

ることで遠隔監視ができるサービスであり、後者の端末は子会社 KTF テクノロ

ジーズから発売、新聞や雑誌に印刷されたバーコードを携帯で読み取ると、よ

り詳しい関連情報（コンテンツ）にアクセスできるものである。

　一方、KTF は SKT 同様、CDMA2000 から W-CDMA に移行するキャリアであり、両

社は似た者同士の面がある。このため、携帯という土壌のみではなかなか大き

な差別化ができない嫌いもある。従って、KT の無線 LAN サービスの Nespot と

Fimm のバンドル型サービスのように、むしろ親会社 KT の固定網サービス（ネッ

ト系サービス、電話系サービス）をまじえた統合型サービスの開発を推進する

のも得策であろう。韓国の通信料金は、SKT の携帯電話料金、KT の市内電話料

金が認可制で、その他は届出制となっている。従って、届出制に属す部分でのパッ

ケージ化はより実現しやすいだろう。

　KT グループはゆくゆくは IP 技術により、有線網と無線網をシームレス化する

とされる。

　NTT ドコモの FOMA の立ち上がり不振を見ている SKT 等は、性急な W-CDMA

網の展開を避け、既存の CDMA2000 網でも高速需要に応えつつ、価格を押さえた

デュアルモード・デュアルバンド（DMDB）端末により、ユーザーに対して backward 

compatibility（既存サービスとの断絶回避）を確保しつつ、ステップバイステップで

W-CDMA に移行したいと考えている。ただ、高速系の方式が併存すると、ユーザーか

ら見ると分かり難い面もあるし、そもそもユーザーは通信方式名には無頓着で、サービ

スの実感に関心がある。このため SKT は、あくまでもユーザー本位で、その趣向、動

向を慎重に見極めてみたいというのが本音ではないだろうか。

　なお、モバイル最大手の SKT も固定加入網を持たないことに一抹の不安を感じてい

るようである。KTF、LGT はグループ企業（それぞれ KT、Powercomm）が固定系

アクセス網を持つ。固定系市内網構築から入ったハナロ通信（筆頭株主は LG グルー

プで約 17％所有）との接近も考えられなくないが、最近 LG グループがハナロを本格
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的に傘下に収めようとする動きを見せている。最近の SKT は CATV のシステムオペ

レーター（SO）に接近している。例えば、Korea Digital Media Center（KDMC、24

の CATV SO の出資を得た DMC 事業体）と覚書きを締結、ビジネスモデルが完成し

た段階で 30 ～ 40％の出資を行う予定である（KDDI 総研 R&A2003 年７月号参照）。

NATE は固定網環境も対象としたポータル事業であることから、デジタルコンテンツ

への接近に加えて、固定網分野への関わりを広げようとしていると捉えることもできる。

 （鈴木　香、河村　公一郎）

＜文中の換算率＞

100 ウォン＝ 10.1 円（2003 年 7 月 1 日東京市場 TTM）
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ブロードバンド（米国）

RBOC、光ファイバ本格展開に向けて一歩前進

2003 年 5 月 29 日、 米 国 の RBOC3 社（BellSouth、SBC お よ び

Verizon）は、FTTP（Fiber To The Premises）に関する共通の技術

要件を採用すると発表した。その後複数ベンダーに対して RFP が発

出されており、決定された仕様に従って 2004 年以降光ファイバ回

線の敷設が進められる予定である。

　2003年 5月 29日、RBOC（注 33）3社（BellSouth、SBC Communicationsおよび Verizon）

は共同で、FTTP（注 34）（Fiber To The Premises）に関する共通の技術要件を採用すること

を決定し、同時にベンダーに対して本要件に基づいた提案を行うよう要求するレターを

発出したとのプレスリリースを発表した。本仕様は BPON（注 35）方式に基づくものと報

じられており、6月下旬には RFP（Request For Proposal）が複数のベンダーに対して発

出された模様である。

（注 33）

RBOC（Regional Bell Operating 

Company）

旧 AT&Tが 1984年に分割された

際に誕生したベル系地域電話会

社。

（注 34）

FTTH（Fiber To The Home）のよ

うに家庭（home）だけを対象と

するのではなく、法人ユーザへの

接続も含んだ概念として、Fiber 

To The “Premises”（構内）とい

う用語を用いている。

（注 35）

BPON（Broadband Passive Optical 

Network）　1芯の光ファイバを分

岐して共用するシステムである

PON（Passive Optical Network）

技術のうち、ATM技術を利用

する高速な方式を指す（図表 1

参照）。　RBOCの計画では、1

芯を最大 32分岐し、3波長を

多重して（上り 156Mbps/下り

620Mbps）内 1.55マイクロメー

トル（ミクロン）の波長を映像

配信に利用することが予定され

ている。
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■図表 1：BPON 方式と EPON 方式（後述）の比較表

方式
BPON

（Broadband Passive Optical Network）

EPON
（Ethernet Passive Optical Network）

ベースとなる技術 ATM イーサネット

標準化機関 ITU-T IEEE802.3ah

標準名称 G.983 シリーズ、

Q.834 シリーズ

1000BASE-PX-A、

1000BASE-PX-B

最大速度 ①上り /下りともに 156Mbps

②上り 156Mbps/ 下り 620Mbps

上り /下りともに 1Gbps

 [ 各種資料より KRI 作成 ]

　こうした RBOCの動きの背景として、2003年 2月に連邦通信委員会（FCC）が

FTTH等に対するアンバンドリング義務の見直しを発表した（KDDI総研 R&A 2003年

３月号参照）ことが挙げられる。自らが敷設した光ファイバを他事業者に貸し出す義務

から開放されれば、RBOCは設備投資により積極的になり、今までアクセス系光インフ

ラの整備が一向に進んでいなかった米国においては、投資が促進されるとの見方もある。

　また、RBOC3社が共通の仕様を採用して共同調達を行うことにより、光ファイバ関

連機器の調達コストが低減することが期待される。PONシステムでは 1加入者当たり

のコストは US$1,200～ 1,800程度とされているが、RBOCは、このコストが US$700

程度まで下がることを望んでいるようである。

　RFPを受けたベンダーの中では、Alcatelが受注の第一候補と目されている。なぜな

ら、1996年に当時の RBOC4社（Ameritech、BellSouth、Pacific Bellおよび SBC）からな

る共同調達委員会（Joint Procurement Committee）が、Alcatelを ADSL機器の提供ベン

ダーに指名しているからである。2003年 9月にはべンダーの選定が行われ、2004年に

は RBOCによる FTTPサービスが開始される予定である。

　なお、今回の共同発表には残る 1社である Qwest Communications Internationalは名を

連ねていない。その理由について、Qwestの広報担当者は、「FTTHに関する独自の内

部分析を行った結果、我々が成功と考えるレベルに達していないと判断した」と述べて

いる。これは、Qwestが既に VDSL（Very high bit rate Digital Subscriber Line）によって

ビデオ・高速データサービスを提供（後述）しており、現段階では光ファイバ投資に対

するプライオリティが高くないと考えているためと推測される。

■米国のブロードバンド事情

　ここで、米国におけるブロードバンドの普及状況について概観しておきたい。

　米国では CATVの世帯普及率が 70％を超えており、これを活用したブロードバン

ドサービスの加入者が約 832万回線（2002年 12月末時点）で第 1位となっている。

ADSLが約 220万回線でこれに続くが、光ファイバ回線数はわずか 14,000回線程度に

過ぎない（図表 2参照）。



August 2003   25

●ブロードバンド（米国）

　　　■図表 2：米国の住宅および小規模事業所向け Advanced Services Lines 回線数

 （双方向 200kbps 以上）　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：FCC

　　　　　　図注） FCC が定期的に発表する高速インターネットアクセス回線数報告では、少なくとも片方向の

伝送速度が 200kbps のものを High-speed Lines、双方向が 200kbps 以上のものを Advanced 

Services Lines と定義している。なお、定義は異なるが、日本では DSL 約 791 万回線、CATV

約 219 万回線、FTTH が約 40 万回線（2003 年 5 月末総務省速報値）となっている。

　今回の FTTP展開により、RBOCは将来的な映像サービスの提供も視野に入れること

になるが、唯一加わっていない Qwestが、旧 US West時代から「Choice TV」という名

称で VDSL技術を活用したデジタルテレビジョンサービスを提供している。以下にその

概要を紹介する。

■図表３：Qwest Choice TV のサービス概要

提供地域 Arizona 州（Phoenix）、Colorado 州（Boulder/Highland Ranch）および

Nebraska 州（Omaha*）
*光同軸ハイブリッド(HFC)アーキテクチャおよびケーブルモデムによる提供。
※局から 4,000 フィート（約 1.2km）以内であれば、VDSL により上り

3Mbps ／下り 26Mbps での通信が可能。

提供開始 1998 年

加入者数 約 64,000 顧客（2003 年 7 月時点）

サービス内容 電話回線を利用した VDSL により、CATV と同様の番組 250 チャンネル以上（一
部地域を除く）をデジタル配信（Pay-per-View も提供）。
Digital Gateway Box と呼ばれる Residential Gateway 装置から、複数の PC、
TV に接続して同時に利用できる。合わせて回線共用による電話も利用可能。
「Choice Online」という高速インターネット接続サービス（256kbps ～
1Mbps）も利用できる（別料金）。

料金プラン例 月額 US$74.34
（“Choice TV Full Choice” US$35.35 ＋“Choice Online Classic” 
US$39.99）
*Choice TV は 108 チャネル視聴可能、Choice Online の接続速度 640kbps（ISP
料金込み）

 出典：Qwest 社ホームページ
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　ケーブルテレビへの対抗上、他のRBOC3社がFTTPによって何らかの映像サービスを、

（すぐにではないにしろ）提供する可能性は高いと見られる。Qwestの上記サービスは、

音声、データおよび映像を統合したサービスモデルの先行事例として注目に値する。

■今後の展望

　RBOCによる今回の動きは、米国通信業界に大型の設備投資を呼び込むものとして概

ね好意的に受け入れられているようである。ただし、RBOCが BPONを採用したからと

いって、この方式が今後主流になるとも言い切れない。終端装置などをより安く製造

できる EPON（図表 1参照）に対応した機器が Nokia等により開発されており、映像サ

ービスを独立した波長で提供することにこだわらなければ、RBOCが途中で採用方式を

EPONに切り替える可能性もある。

　また、上述した FCCによる最終裁定が未発表（2003年 7月 23日現在）であり、大

筋で変更はないと見られているものの、光ファイバのアンバンドル義務撤廃が期待通り

には行かないといった RBOCにとっての不確定要素もわずかながら残されている。

　今回の発表について、Verizon の幹部は「いつかは DSL から FTTP に顧客が移行

するが、それにはベストケースシナリオでも数年はかかるだろう。それまでは、ADSL

はハイエンドのデータユーザの要求に応え、FTTP はフルモーションのビデオや

HDTV（高精細テレビ）に向けたものとなる。」と語っている。

　一方、日本においては、NTT 西日本が BPON 方式を積極的に採用している（「B フ

レッツファミリー 100 タイプ」、NTT 東日本は「B フレッツニューファミリータイプ」

で EPON を採用）。また、NTT（持ち株会社）とスカイパーフェクト・コミュニケーショ

ンズ（スカパー）とで共同実験を行い、アクセスネットワークに BPON を用いて IP 通

信とは別の波長でスカパーの放送をそのまま流す「サービス多重」の検証を行っている

（その後スカパーは本年 6 月に（株）オプティキャストを設立し、事業化に向けた準備

を進めている）。

　今回の RBOC の動きをきっかけに、アクセス系の光ファイバシステムにおいて世界

的な標準化が進めば、機器コストの低下によって各国における光インフラの整備が促進

される可能性があり、既存の電話会社による、映像を含んだ新たなサービスの開発へと

繋がっていくことも期待される。

 （川井　康）

＜出典・参考文献＞

Verizon、SBC、BellSouth の共同プレスリリース（2003 年 5 月 29 日）

Qwest のホームページ（http://www.qwest.com/）

Telephony（2003/06/02）（http://www.telephonyonline.com）

日経コミュニケーションズ（2003/06/23）　他

KDDI 総研 R&A2003 年 3 月号「FCC、ILEC のアンバンドル義務（UNE 提供義務）見直し裁定の採択を発表」

（古閑）
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インターネット（米国） 

米 AOL、ブロードバンド化の波のなかで会員
引き留め諸策を展開中

ISP 最大手である米国AOL は、ブロードバンド進展の波のなかで最

大の資産であるインターネットダイヤルアップ接続会員が徐々に減

少しているため、会員引き留めの施策を打ち出してきている。AOL

の最近の取組みを概観する。

１．AOLの加入者数減少傾向と ARPUの動き

　インターネットのブロードバンド加入者が 1,950万を超えた米国では、ブロードバン

ドアクセス加入者は徐々に増加しているものの、ダイヤルアップ接続加入者は、2003

年 3月現在、約 5,700万で前年同月比 2.48％減となり、減少傾向にある。しかし、ダイ

ヤルアップは、インターネット総加入者の約 74％を占め（図 1参照）、現時点ではナロ

ーバンドが主流の状況にある。日本においても、2003年 5月現在、インターネット総

加入者に占めるダイヤルアップユーザは、65.8％であり、まだブロードバンドとナロー

バンドの加入者構成が逆転するまでには至っていないが、ダイヤルアップ接続ユーザは、

2002年 10月をピークにして米国同様減少傾向にある。

　　　　　　　　　　　■図１：米国のインターネット市場構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　出典：TR’S ONLINE SENSUS（2003 年 3 月末）

　AOL Time Warnerのオンライン部門である America Online（AOL）は、1985年に設

立され、現在は全米で約 2,600万の会員を擁し、海外を含めると 3,500万の会員をもつ
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世界最大手の ISPである。AOLは、米国ダイアルアップ接続市場で約 53.6％シェアを有

し、最大の加入者を保有するが、その加入者が 2002年 9月をピークに徐々に減少傾向

を呈してきている。2002年 9月の 2,670万の加入者が、2003年 3月には 2,620万とな

り、約 50万の減少となった。この減少の大きな要因は、ナローバンドサービスが成熟し、

ブロードバンドに加入者が移行しつつあり、ダイレクトマーケッティングでの反応が鈍

ってきたことと、加入者の解約や取消しが増加してきたためと AOLは分析している。

　AOLの米国内の ARPU（1加入者当りの平均月額収入額）の傾向については、2001

年度が 17.76ドルであったのが、2002年度は 18.31ドルと 3％増加している。これは、

2001年 7月にダイヤルアップ標準プランの月額料金を 1.95ドル値上げして 23.90ドル

としたことが、主な理由である。しかし、四半期毎のトレンドでみると（図 2参照）、

特に 2002年 12月を前後して実際には様々な要因が重なりあって、ARPUは上下してい

る。これは先の値上げと加入者増加が一応 ARPU上昇に貢献してきた面があるものの、

新規会員獲得プログラム、特に会員に対する割引での引き留めや、新規会員への一定期

間無料化のインセンティブ販売などとの相殺の結果である。実際、現在も AOLは、新

規会員に 45日間という期間限定で 1,045時間無料のインセンティブ料金を設定し、新

規顧客獲得を狙っている。

　　　　　■図２： America Online(AOL) の加入者および ARPU の推移

　　　　　　　「AOL TIME WARNER INC. 2003 TRENDING SCHEDULES BASIS OF PRESENTATION」を基に KRI

　　　　　　　で作成

　　　　　　　＊ ARPU は、標記の年月を含む過去３ヶ月間の平均値   

　また、ARPUには、ナローバンドとブロードバンドのサービスが複合した市場での構

造変化や、AOLが提携しているブロードバンドプロバイダーとのパートナー関係にお

ける契約条件なども影響を与えている。AOLは、SBC Communications および Verizon

のような DSLプロバイダーやケーブル事業者を通じてブロードバンドユーザ向けサ

ービスを提供しているが、AOLの競争事業者でもある Yahoo!や MSN（Microsoft）も、

同様に、これら地域通信事業者と提携してバンドルサービスを提供している。SBC 

Communications や Verizon等と Yahoo!や MSNとのバンドルサービス料金競争（注 36）が激

化してしてきたため、AOLもこれら DSL事業者とのバンドルサービス料金を約 27％値

下げして、月額 39.95ドルとしている。

　このように、米国ではダイヤルアップ、DSL、ケーブル市場で顧客獲得競争が展開さ

(注 36)

Yahoo!は、SBC Communications

の DSLとバンドルサービス“SBC 

Yahoo! Internet Package”を提供

しており、新規加入者には最低

1年契約を条件に通常月額 39.95

ドルのところを当初 12ヶ月は

29.95ドルの値引き料金とした。

また、MSN は、Verizonの DSLと

バンドルサービスを提供してい

るが、当初 1ヶ月は無料、その

後 3ヶ月間は月額 29.95ドル（そ

の後は 34.95ドル）という DSL

割引料金で提供している。
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れており、DSLサービス料金の割引キャンペーンが実質的な料金値下げとなっており、

ユーザには歓迎されるものの収益性を圧迫する状況にもなっている。この点は今後の

AOLなどの ARPUに大きく影響を及ぼすものと思われる。

2.　AOLのブローバンドへの取組みと加入者引き留め策

　AOLは、ダイヤルアップユーザが減少してきているなか、AOL会員を引き留める

諸策を打ち出してきている。最近、その諸策の一例として、「AOL 8.0 Plus」、「AOL 

Optimized」および「AOL for Broadband」という新サービスを打ち出した。

　AOLは、2003年 4月、これまでの AOLサービスのアップグレード版「AOL 8.0 

Plus」（注 37）のリリースを行うととともに、「AOL 8.0 Plus」のサービス販売を中心とし

た総額 3,500万ドルの広告キャンペーンを打ち出した。さらに 6月には最新版「AOL 

Optimized」を今夏にはリリースすると発表し、ダイヤルアップ接続を含めた会員の減

少を食い止める強化策に取組んでいる。「AOL Optimized」は電子メール機能を強化する

とともに Webページの高速表示を可能とするものでサービスの高機能化が図られてい

る。

　また、AOLは、高速インターネット回線接続のブロードバンドユーザ向けのサービ

ス 「AOL for Broadband」も提供している。「AOL for Broadband」サービスは、モデムを

使用したダイヤルアップにも対応しているが、DSLやケーブルの高速回線で接続してい

るユーザを対象に、主要な DSL/ケーブル事業者の高速回線サービスをバンドル化した

プラン、およびユーザが使用する DSLやケーブルモデム回線をアンバンドルした “Bring 

Your Own Access（BYOA）”プランを提供している。BYOAは、仮にユーザが AOLを

解約し、ダイヤルアップから他社のブロードバンドアクセスに乗り換えても、AOLの

ブロードバンドコンテンツにアクセスできるサービスを提供するものである。「AOL for 

Broadband」は、Time Warner Cableシステムでも提供されており、2003年前半には全

米上位の CATVシェアをもつ Comcastの一部地域のユーザにも提供される予定である。

昨年 12月末には、月額 54.95ドル（無制限ダイヤルアップ込み）の DSL/ケーブル回

線とバンドル化したプランの加入者を 65万獲得し、BYOAプランを含めて、2003年

3月現在、「AOL for Broadband」サービス利用会員は全体で約 270万である。「AOL for 

Broadband」サービスでは、音楽のストリーミング、CD音質のラジオやオーディオ、動画、

ニュースクリップのストリーミング、映画の予告編、ゲームおよびオンラインショッピ

ングなどを含めたマルチメディアコンテンツと、AOL Mail、Instant Messengerなどを提

供している。今後は特に、一層差別化できるコンテンツを開発することに事業戦略をお

いている。

　「AOL for Broadband」のサービス料金としては、BYOAに対しては月額 14.95ドル、

これに無制限のダイヤルアップ接続も含めた場合は月額 24.95ドルの料金を設定してい

るが、既に AOLダイヤルアップの会員の場合には、2003年内は立ち上げキャンペンと

して、前者の料金を月額 9.95ドルに割引いて提供している。

　しかし、AOLにとってこれで安泰なわけではない。AOLも含め、3大ネットジャイ

アンツともいわれる、MSN（Microsoft）や Yahoo!も、AOLに対抗する BYOAタイプの

サービスで攻勢をかけようとしている。3社とも、ダイヤルアップ会員の伸び悩みか

ら、BYOAやサービスのアップグレードを新たな収益源として、販売を強化する戦略を

(注 37）

「AOL 8.0 Plus」では、ファイア

ウォールや McAfeeのアンチウイ

ルスソフトといったセキュリテ

ィ機能、親が子供のオンライン

利用を管理できるペアレンタル・

コントロールの強化機能、高度

な電子メールクライアント「AOL 

Communicator」などが利用でき

る。さらに「AOL 8.0 Plus」では、

People誌や Entertainment Weekly

誌の会員専用の Webコンテン

ツ、映画予告編、ABC、CNN、

Weather Channelなどのニュース

クリップ、全米バスケットボー

ル連盟（NBA）、全米プロフット

ボールリーグ（NFL）、全米アイ

スホッケ－リーグ（NHL）のスポ

ーツハイライトなど、AOL Time 

Warnerの他部門が保有するエン

ターテイメントコンテンツも提

供している。
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打ち出しているからである。MSNは、BYOAを AOLと同額の月額 9.95ドルで提供し、

Yahoo!も、AOLのアップグレード版に対抗する「Yahoo！ Plus」を発表し、AOLと同

一のサービス提供を開始している。このようななかで、AOLの唯一の強みは、現在保

有している全世界で 3,500万にのぼる巨大な数の会員に広告を打つことができるスケー

ルメリットであろう。

 ３.　AOLインスタント・メッセージングと携帯電話

　AOLは、1997年 5月に AOLインスタント・メッセージング（AIM: AOL Instant 

Messaging）サービスを提供開始し、現在は 1日あたり 21億メッセージを取扱ってい

る。インスタント・メッセージング（IM）は同業他社も提供している。AOLが実施し

た米国インタネットユーザに対する IM利用調査結果（2003年 6月公表）によると、ダ

イヤルアップ接続ユーザの 72%、ブロードバンド接続ユーザの 79%が IMを利用してお

り、事業者別では AOLが最も利用されおり（60％）、次いで MSN（45％）、Yahoo!（37％）

となっている。また、利用した場所については、家庭が最も高く（71％）、次いで職場

（21％）、携帯電話（8％）、そして学校（7％）の順となっている。メッセージの内容と

しては、ファイルや写真交換（26％）が最も多く、次いで顧客サービス（14％）、ゲー

ム（13％）などとなっている。

　このような背景のなか、AOLは AT&T Wireless、T-Mobile、Sprintなどの複数の携帯

電話事業者と提携して、携帯電話ユーザに向けた AIMサービスを開始している。AT&T 

Wirelessの場合には、AT&T Wirelessの双方向テキスト・メッセージング（SMS）機能

を有している携帯電話機で利用できる。そして、2003年 7月には、米国最大手の携帯

電話会社である Verizon Wirelessと提携し、AIMのユーザが、Verizon Wirelessのテキス

ト・メッセージングサービス（TXT Messaging）のユーザとメッセージの交信を可能と

するサービス「Mobile IM」を提供すると発表した。AIMのユーザが、パソコンから TXT 

Messagingユーザの携帯電話番号を指定すればメッセージを送信できる。また、AIMの

ユーザでかつ Verizon Wirelessの加入者である場合は、自分宛のインスタント・メッセ

ージを携帯電話に転送できる「IM Forwarding」サービス機能も利用できる。一方、携帯

電話のユーザは、インスタント・メッセージの送受信が可能で、通信相手がパソコン、

携帯電話のいずれを利用していても交信が可能である。なお、「Mobile IM」および「IM 

Forwarding」は、前記した「AOL 8.0 Plus」で提供している機能である。

   以上、AOLは、ユーザのダイヤルアップ接続からブロードバンド接続への切り替え

に伴う会員流出の歯止めに躍起になっているようであるが、ISPとして培ってきた高い

品質のコンテンツ基盤と各種コミュニケーションツール（IMなど）を活かし、今後ブ

ロードバンドユーザおよびモバイルユーザをいかに囲い込んで、収益を向上させ、かつ

どのように業容を変えてゆくのかが注目される。

　“AOL”のブランドとダイヤルアップ会員という AOL 最大の資産をブロードバンド

やモバイル市場進展のなかで、いかに AOL コンテンツ会員という資産に転化できるか

が当面の大きな課題であろう。ダイヤルアップ事業の収益性が高かっただけに、ネット

ワークのブロードバンド化という技術革新への対応の問題にとどまらず、AOL には親
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会社の AOL Time Warner から早期の収益性改善を求める圧力がかかっているという。

AOL には、特に規制上の問題があったわけでもなく、ブロードバンド化への対応が遅

れた原因は技術革新に対応したサービス開発に乗り遅れたためとも思える。垂直合併し

た AOL と Time Warner ではあったが、通信事業とコンテンツ事業の連携がこれまで

十分に活かされていないようにも思える。

 （鈴木　香）

＜文中の換算率＞

1US ドル＝ 119.80 円（2003 年 6 月 30 日付け 東京市場 TTM レート）

＜出典・参考文献＞

・「TR’S ONINE CENSUS」（First Quarter 2003）

・「2002 Annual Report 」（AOL TIME WARNER INC.）

・「2003 TRENDING SCHEDULES BASIS OF PRESENTATION」（AOL TIME WARNER INC.)

・「AOL puts its heart in broadband」By Jim Hu, CNET News.com（March 31, 2003）
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ブロードバンド（フランス）

フランス TF1 が ADSL で有料テレビ放送を
2004 年開始予定

約 180 万（2003 年３月末）のADSL 加入者を有するフランスの地

上波商業放送事業者である TF1 は、ADSL を使用した放送チャネル

の提供実験を進めてきたが、2004 年始めにその商用化を計画して

いる。

１．TF1による ADSL放送配信実験プロジェクト「DreamTV」

　フランスの地上波商業テレビ放送事業者である TF1は、2002年 12月、国内の 200

世帯を対象に電話回線を使用した ADSL（512kbps）によるテレビ放送配信と高速イン

ターネットの実験サービスを開始した。この実験プロジェクトは「DreamTV」と呼ば

れ、ブーローニュ・ビヤンクール市（Boulogne-Billancourt）およびパリ 15区のサラリー

マンが住む各家庭に宅内機器を設置して、放送番組 24チャネル分（注 38）の配信が 6ヶ

月間行われてきた。ADSL回線は通信事業者である LDComが所有する網を使用し、イ

ンターネット･プロトコル（IP）で配信される。配信側のシステムには、Nextreamによ

って開発された新世代の MPEG-2のエンコーダやフランス通信機器メーカ Alcatel社製

の電話局内収容モデム（DSLAM）が導入され、一方宅内機器には Thomson社（注 39）が

開発したセットトップボックス（STB）とモデムが使用されている。その MPEG-2エン

コーダ（注 40）は、ADSLで放送コンテンツを衛星放送並みの映像品質で配信するために

低ビットレートに圧縮するもので Alcatelと Thomsonとのジョイントベンチャである

Nextreamが開発している。また宅内モデムについても放送番組を視聴するテレビイン

タフェースと高速インターネット（PC対応）との両インタフェースをもち、STBはデ

コーダを内蔵して VODにも対応可能である。そして電子番組ガイド（EPG：Electronic 

Programme Guide）も提供されている。

　この試験放送のためにフランスの産業省は 60万ユーロ（約 8,200万円）を TF１の

パートナーである Alcatel、Thomson、Nextreamなどに資金融資した、と報じられている。

　実験では基本的な技術確認とコストの評価などを行っているが、衛星テレビ放送の１

チャネルのコストは加入者あたり 2ユーロであるが、ADSLを使うと 6ユーロになると

同社は推定し、その乖離が大きいことを課題にあげている。このため ADSLによる有料

テレビ提供の商用化に向けて、アクセス費用や料金を引下げるための方策として、放送

と通信サービスのパッケージ化や、様々なパートナと組んだ、消費者に受け入れられる

ビジネスモデルの模索等を行っている。

　

（注 38）

視聴できるチャネルは、視聴

率トップをゆく老舗の民放チャ

ンネル TF1をはじめ公共放送

の France 2、France 3、France 

5、Arte、 衛 星 放 送 の TPS 

Star の ほ か、LCI、Eurosport、

Infosport、 Teletoon +1、TF6、Sè

rie Club、TV Breizh、 Paris Premiè

re、Festival、Odyssèe 、Histoire、

MTV、VH1、Cinèstar 1 et 2、Cin

ètoile および CinèFaz等がある。

なお、TF1は TPSの株式の 50％

を所有している。

（注 39）

ビデオに関する技術や娯楽・メ

ディア産業の民生用システム開

発等を専業とする Thomsonは、

TF1グループによる ADSL放送

実験に加えて、Monaco Telecom

によって開始されたモナコ

（Monaco）での ADSL実験プロジ

ェクトにも参画し、市場での足

場を固めつつある。モナコでの

実験は 300世帯を中心に、VOD

の形態で映画のライブラリを家

庭のテレビ受像機に配信するも

ので、その実証実験として 6ヶ

月間行われている。この実験で

は、パソコンを所有していない

ユーザに高速インターネットサ

ービスを提供する電気通信事業

者の意図もある。

（注 40）

このエンコーダの衛星放送版

（DVB-S）は、既に多くの放送事

業者が導入しているもので、衛

星中継器（トランスポンダ）の

数量の低減と伝送コストの経済

性を高めている。
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２．2004年からの商用サービスに向けて

　TF1の代表取締役であるパトリック・ル・レイ（Patrick Le Lay）社長は、テレビ放

送、高速インターネットおよび電話サービスを ADSLで包括的に提供する商用サービス

を 2004年始めに開始する計画があることを発表した。具体的な時期とサービス地域は

未定（2003年 6月現在）であるが、その総投資額は最大 1億 5,000万ユーロでと見込

んでいる。ADSLというメディアを利用して人口密度の高い都市部にテレビジョン放送

を拡大することを狙っている。フランス 10大都市の人口の 45％、および 30大都市の

人口の 70％が集合住宅に居住しているが、そこでは衛星受信アンテナを設置すること

が美観上規制されている。また、ケーブルテレビ（CATV）は集合住宅の人口の 25％

にしか接続されていない事情がある。このような市場を狙った市場拡大も意図している。

　TF1は、商用化における通信事業者のパートナーとしては、DreamTV実験のパート

ナー LDComに加えて複数の事業者とも交渉中であり、デコーダーの製造業者も実験時

の Thomsonに加えて韓国の Samsungなどを含む複数のメーカと協議中である。デコー

ダーは、既に衛星放送で導入された技術で確立していることから、それをベースにアク

セス認証機能などの改良を行う予定である。サービス料金は、現時点では決定されてい

ない。提供チャネル数は質を重視するか、量を重視するかに応じて、40～ 130チャネ

ルになるとしている。この点は、技術的問題というよりは、マーケティング的な問題と

TF1は捉えている。DreamTVで提供した 24チャネルパッケージで衛星と CATVで視

聴されている番組の 70％をカバーできるが、Canal+（仏地上波商業放送事業者）が提

供するチャネルや CNNのような一部海外チャネルは視聴できない。テレビに関する有

料化は、多くのチャネルを提供しその選択性を高めることにあると考えている。フラン

スでは平均的に各家庭では 10チャネル程度が視聴されており、全体のうちの約 50チ

ャネルは平均して１ヶ月に１度くらいしか視聴されていない背景もある。映画に関する

ビデオオンデマンド（VOD）を包括的に提供することについては、DVDが小売販売さ

れているパッケージ市場に対して競争優位性がないとのことから、考えられていない。

むしろ放送済のテレビ番組を TVOD（Tèlèvision � la demande）として利用者（視聴者）

の要求応じて提供することの可能性を検討している。例えば分野別ドキュメンタリもの、

見損なった連続ドラマもの、あるいは勤労時間帯に開催されたスポーツイベント（例え

ば、フレンチオープンテニス試合など）番組の TVODを考えている。

３．規制機関の捉え方

　ADSLにより、加入者市内回線（メタルケーブル）を所有する電気通信事業者は、従

来の電話、インターネットに加えてテレビジョンなどのサービス提供が可能となり、コ

ンテンツプロバイダやサービスプロバイダも収益力を向上させる機会を得ることができ

る。

 このような新しい市場にフランスの規制当局はどのような見解をもっているので

あろうか。フランス電気通信の規制機関である ART（Autoritè de règulation des tè lè

communications）の局長であるポール・シャンソール（Paul CHAMPSAUR）が「ADSL

テレビ」についての見解を述べているのでその骨子を紹介する。

　

　ADSLによるテレビ放送は、電気通信網に視聴覚コンテンツを情報流通させるもので、
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電気通信と放送の融合の良い例である。ADSLによるテレビ放送は、インターネットに

みられる高速アクセスの利用ニーズ増大と、技術的進歩の 2つの要素が組み合わさり、

大衆にも手の届くものになりつつある。

　このようなブロードバンド化の土台を支えているものに、高能率圧縮技術の開発成果

とその標準化、加入者用機器（モデム、デコーダ）の低廉化、そして加入者回線の分離

開放（アンバンドル化）という規制制度の導入などがある。

　ADSLテレビは、CATV、衛星放送、そして将来の地上波デジタルテレビと肩を並べ

ることになる。ADSLテレビは、市場原理によって左右される商業環境下で発展するだ

ろうが、このような市場には、さらに電話、高速インターネットおよびテレビの複合サ

ービスが発達していくことで、競合する経済（ビジネス）モデルが共存する。そのため

市場参加者の間で、収益の再配分の行われる可能性がある。もし、市場リスクがあると

すれば、確固とした経済モデルが不在であることと深く関連しているであろう。

　ARTは、特に、ユーザーの利益となるような効果的で、公平、かつ持続性のある競

争を促進するのが、使命の 1つであると考えている。また、ARTは、規制制定にあたり、

異なる技術間の競争も可能としなければならないとも考えている。自由競争を許すこと

は、ある技術が排除されるのではなく、各事業者が相対的な強みを打ち出すことができ

るような環境の整備が前提にある。ADSL、CATV、衛星等の、あらゆるメディアに対

する技術的中立性の原則は、規則制定において優先されなければならない、と考えてい

る。

　ポール・シャンソールは、結論として、ADSLテレビが大衆に受け入れられた場合、

フランスにおける情報通信市場の力学に大きく寄与する可能性があり、そしてトラヒッ

クを生み出し、投資を喚起するのは、サービスの開発である、と結んでいる。

　TF1 と LDCom の実験は、フランスにおける ADSL テレビの最初の試験ではない。

2000 年初頭に、フランステレコムの研究開発部門が、すでにラニオン地区（コート・

ダルモール県）で実験を行った。フランステレコムは、この他に、リヨン地区で 1,000

の家庭に専用デコーダーを取り付けるという、より規模の大きな試験を新たに 2003

年 6 月から開始する計画もある。このプロジェクトには“家庭へのコンテンツ配信の

パイロット実験”という意味から PCCAD（pilotage de chargement de contenus 

� domicile）という名前が付けられ、TF1 も参加する予定である。DreamTV を含め

これらの実験はフランス政府が発表した 2007 年までに高速インターネット利用者を

1,000 万加入にするという目標値を一層現実的なものにすると思われる。また EU は、

2002 年はじめに「電子ネットワークおよびサービスについての共通のフレームワーク

に関する指令」を採択し、現在フランスを含む加盟国の国内規制機関でその国内法への

適用作業が進められている。この新しい共通枠組みは、電気通信網、衛星ネットワーク、

ケーブル網、地上放送網を含むインフラとその関連サービス（コンテンツ規制や電子商

取引規制は対象外）に技術的中立性をもって適用されることから、新指令は ADSL テ

レビのような新しい通信放送の融合ビジネスの出現を占っていた（予測）といえよう。

　翻って日本においても Yahoo! BB の ADSL 回線を使用したテレビ放送「BB ケー
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ブル TV」の試験サービスが昨年 12 月から開始され、現在は 17 チャネル（基本）と

VOD などが提供されている。さらに ADSL に加えて電気通信事業者や衛星放送プラッ

トフォーム事業者が FTTH による電話、ブロードバンドインターネット、放送の包括

的なサービスの提供を計画している。無線 LAN も含めてラストワンマイルが広帯域化

するなか、本格的な通信放送融合ビジネス競争時代に突入しつつあるが、現在の電気通

信事業法、放送法など伝統的な業界ごとに整備された我が国の法律体系も EU のごとく

インフラ / サ－ビスとコンテンツを視点にした新たな法体系を必要とする時期を迎えて

いると思われる。事業者にとっては、ART の Paul CHAMPSAUR 局長がいうように

サービス開発が要になってこよう。

 （鈴木　香） 

＜文中の換算率＞

1 ユーロ＝ 136.92 円（2003 年 6 月 30 日東京市場 TTM レート）
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FCC、テレマーケティングに関する規則を改正

FTC によるテレマーケティング規制の見直しに引き続き、FCC も

関連規則の改正を実施した。FTC と FCC が共同で運営する全米版

Do-Not-Call リストには、受付開始から約 1ヶ月で 2,800 万件の電話

番号が登録されており、消費者の関心の高さがうかがえる。

　2003年 6月 26日、米連邦通信委員会（FCC: Federal Communications Commission）は、

電話消費者保護法（Telephone Consumer Protection Act of 1991 、以下 TCPA）（注 41）に

基づく改正 TCPA規則（注 42）を採択、テレマーケティングを希望しない全米の家庭の

電話番号リスト（National Do-Not-Call List）を米連邦取引委員会（FTC: Federal Trade 

Commission）と共同で導入・施行することを決定した。

■　見直しの背景、改正 TCPA規則の概要

　近年、急速に成長を遂げたテレマーケティング市場は、米国でも有数の活況業界で、

全米のテレマーケティング産業従事者は 400万人以上、テレマーケティングによる年

間売上は約 6,000億ドルにも達し、ダイレクト・マーケティング売上全体の約 35％を

占めると推計される。しかし、マーケットの拡大に伴い、顧客データの収集、潜在顧客

の新規開拓などに関わる技術が高度化し、消費者のプライバシーを侵害する危険性が高

まっていること、新たな不正・詐欺的テレマーケティングに対して、消費者からの苦情・

問い合わせが年々増加しつつあることなどから、FTC、FCCともに市場の現況に合わ

せた規制の見直しが必要と判断、それぞれの関連規則の改正に着手した。

　2002年 12月、まず FTCが、全米版 Do-Not-Callリストの導入を目玉とする改正

テレマーケティング販売規則（TSR: Telemarketing Sales Rule）（注 43）を発表した（注 44）。

2003年 3月には、連邦議会で Do-Not-Call Implementation Actが成立、FTCに対し、

Do-Not-Callリストの導入に関わる費用（2003～ 2007年で 1,600万ドル）をテレマーケ

ティング事業者から徴収する権限を認めるとともに、FCCに対して、本法成立後 180

日以内にテレマーケティング関連規則の見直しについて結論を出すこと、見直しにあた

っては、FTCの規則との整合性を図ることを求めた。

　FCCは、2002年 9月に TCPA規則の見直しを提案する規則制定提案告示（NPRM: 

Notice of Proposed Rulemaking）を発出し、全国版 Do-Not-Callリスト導入の是非を含め

た検討を行っていたが、Do-Not-Call Implementation Actが成立したことを受けて、3月

24日に FNPRM（Further NPRM）を発出し、改正案の最終化を進めた。

　今回採択された改正 TCPA規則は、FTCと FCCの共同による全米版 Do-Not-Callリス

ト導入のほか、自動電話ダイヤル装置に関する規制の強化、テレマーケティングを行う

際の発信電話番号通知（Caller ID）の義務付けなど、議会の要請に従い、FTCの規則と

の整合性を最大限確保した内容となっている（【表 1】参照）。

　FCCによるTCPA規則は、租税を免除された非営利団体を除き、州際、州内に関わらず、

全ての商業テレマーケティング通話に適用され（注 45）、さらに、FTCの管轄外となる公

（注 41）

47 U.S.C. § 227 Restrictions on 

the Use of Telephone Equipment: 

1991年 12月に成立。自動電話

ダイヤル装置の使用制限、加入

者が依頼・了承していないファ

ックス広告送付の禁止などを規

定するとともに、FCCに対して、

住宅電話加入者のプライバシー

を保護するための規則を制定す

るよう義務付けている。

（注 42）

47 C.F.R. Part 64 Subpart L - 

Restrictions on Telemarketing and 

Telephone Solicitation

（注 43）

1994 年 8 月、Telemarket ing 

Consumer Fraud and Abuse 

Prevent ion Act（15 U.S.C. §

6101-6108）が成立。FTC に対

して、消費者を詐欺的テレマー

ケティング行為から保護するた

めの規則を制定することを要請。

これを受けて、FTCは 1995年

12月、Telemarketing Sales Rule

（TSR）（16 C.F.R. Part 310）を採

択した。

（注 44）

FTCによるテレマーケティン

グ販売規則の改正については、

KDDI総研 R&A 2003年 3月号「米

国、テレマーケティングに対す

る規制を強化」を参照。

（注 45）

電気通信法第 2条 本法の適用（b）

（47 U.S.C. § 152（b））: 電気通

信法第 227条（47 U.S.C. § 227）

に関しては、FCCの管轄権が州

内通信にも及ぶことを規定。
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衆電気通信事業者（common carrier）、銀行、保険会社、航空会社等（注 46）も対象となる。

業界団体の全米ダイレクト・マーケティング協会（DMA: Direct Marketing Association）は、

全米版 Do-Not-Callリスト導入に係る FTCの権限、FTCの管轄外となる業種の扱い等に

問題があるとして、テレマーケティング事業者数社とともに、オクラホマ・シティ連邦

地方裁判所に FTCを提訴しているが、TCPA規則の改正により、これらの懸案事項が

クリアになったとして、FCCに対して一定の評価を与えている。

■表１：TCPA 規則の主な改正点（出典：FCC）

項目 内容

全米版 Do-Not-Call

リストの導入

・テレマーケティングを希望しない全米の家庭の電話番号（携帯電

話も含む）を一元的にリスト化。データベースは FTC が管理し、

FTC ／ FCC が共同で運用。

・テレマーケティングを行う者に対し、リストに掲載されている電

話番号へのテレマーケティングを禁じるとともに、3カ月毎にリス

ト掲載番号の確認・更新を行うよう義務付け。

・リストへの登録は、インターネットまたは電話により無料で行え

る。自ら登録を取り消すか、電話を利用休止にしたり電話番号を

変更したりしない限り、リストは 5年間有効。

・Do-Not-Call リストに登録しても、特定の会社からのテレマーケ

ティングのみを希望する場合は、当該会社に書面により通知する。

事業関係の確立

・テレマーケティングを行う者と顧客の間に事業関係が確立されて

いる場合には、Do-Not-Call リストに掲載されている電話番号に対

してもテレマーケティングを行うことが認められる。

・具体的には、顧客が商品・サービス等を購入、リース、レンタル

してから 18 ヶ月以内、顧客が商品・サービス等に関する問い合わ

せを行ってから 3 ヶ月以内は、「事業関係が確立」しているとみな

される。

・上記期間内でも、顧客からテレマーケティング拒否の要望があっ

た場合は、テレマーケティングを行ってはならない。

自動電話ダイヤル装置

の使用に関する制限

テレマーケティングに自動電話ダイヤル装置を使用する場合は、以

下の基準を満たすことを義務付け。

・テレマーケターは、顧客の応答後 2 秒以内に応答する。テレマー

ケターが応答できない場合は、録音メッセージ（企業名と連絡先

電話番号を含む）を流す。

・電話を切断する前に呼び出し音を 15 秒以上、4回以上鳴らす。

・通話の放棄 *率は、1ヶ月当たり全応答呼の 3％以下とする。

* 顧客の応答後、テレマーケターが 2秒以内に応答しなかった場合、

その通話は「放棄した（abandoned）」とみなされる。

発信者電話番号通知の

義務付け（Caller ID）
（表注）

・テレマーケティングを行う場合、発信者電話番号の通知、技術的

に可能であれば発信者名の通知を義務付け。

・テレマーケティング代行者の番号・企業名に代わって、代行して

いる販売者の名称・電話番号を通知することも認める。

迷惑（非依頼）ファッ

クス

・ファックスで宣伝・広告を送信する場合は、事前に顧客から書面

による承認を得るよう義務付け。

 （表注）Caller ID に関する規定は 2004 年 1 月 29 日発効。その他は 2003 年 10 月 1 日発効。

■　全米版 Do-Not-Callリスト、登録受け付け開始

　FTCと FCCが共同運営する全米版 Do-Not-Callリストは、2003年 6月 27日からイン

ターネットによる登録受け付けが開始された。7月 1日からは電話（フリーダイヤル）

（注 46）

15 USC § 45 Unfair methods of 

competition unlawful; prevention by 

Commission
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でも登録を受け付けているが（注 47）、インターネット経由での申し込みが 8割以上を占

めている。受付開始から約 1ヶ月で、登録された電話番号は約 2,800万件にも上ってお

り、FTCでは、最終的には 6,000万件程度に達すると予想している。

　全米版 Do-Not-Callリストは、本年 10月 1日から有効となり（注 48）、それ以降はリス

トに掲載されている電話番号へのテレマーケティングを禁じられるとともに、テレマー

ケティングを行う者は、少なくとも 3カ月毎にリストにアクセスして、掲載されている

電話番号の確認・更新を行わなければならない。Do-Not-Callリストに掲載された電話番

号にテレマーケティングを行った場合、1回につき最高 11,000ドルの罰金が科せられる。

　全米ダイレクト・マーケティング協会（DMA）は、全米版 Do-Not-Callリスト導入に

ついて、テレマーケティングを希望しない顧客のリスト管理が容易になる、購入の意

思のない相手への電話を減らすことにより業務効率アップに繋がるなど、テレマーケ

ティングを行う側にとってもメリットがあると支持を表明している。しかし、リスト

の閲覧費用として年間約 7,000ドル以上もの負担が事業者に強いられること、電話番号

を Do-Not-Callリストにインターネットで登録する際、本人確認のプロセスが不充分と

思われること（注 49）などについて懸念を表明し、これらの問題の解決に向けて、今後も

FTC、FCCへの働きかけを続けるとしている。

■　州の Do-Not-Callリスト

　連邦政府に先立って、州レベルではテレマーケティングに対する規制強化が進んでお

り、Do-Not-Callリスト制度は、既に 27州で独自に導入されている。そのうち 13州が

州の Do-Not-Callリストに登録された電話番号を全米版リストに転送することを決める

など、消費者の便宜を図り、混乱を避けるための措置を講じている。Do-Not-Callリスト

を未だ導入していない州も含め、多くの州が連邦の規則を基本的に受け入れる姿勢を示

す中、インディアナ州、ミシシッピー州など、より厳しいテレマーケティング規制を課

している州では、消費者を不要なテレマーケティングから保護するには、連邦の規則で

は不充分だと主張している。

　FCCは、TCPA規則を最低限遵守すべき基本ルールと位置付けており、州の制度がよ

り制約的ならば引き続き適用することができるとしているが、項目によって規制の度合

いが異なるなど、州と連邦のルールのどちらが制約的か一概に判断できない場合もある

ため、ケースバイケースで対応していく考えである。

　全米ダイレクト・マーケティング協会（DMA）は、一貫性のない州の Do-Not-Call

リストと全米版 Do-Not-Callリストの併存は、消費者、事業者の双方に混乱をもたら

すとして、州の Do-Not-Callリスト制度は全面的に廃止し、連邦政府が管理する全米

Do-Not-Callリストに一元化すべきと主張している。

　FTC、FCC共に、州の Do-Not-Callリストのほか、テレマーケティング事業者が独自

に管理するリストや DMAが自主的に設置している TPS（Telephone Preference Service）

リスト（注 50）と全米版 Do-Not-Callリストとの整合性・互換性を如何に確保していくかに

ついては、将来的な Do-Not-Callリストの一元化も視野に入れて、引き続き検討が必要

との認識を示している。

（注 47）

ミシシッピー以西の地域では 7

月 1日から、残りは 7月 7日か

ら電話による受付が開始された。

（注 48）

6月 27日の登録開始日から 8月

31日までに登録すれば、2003年

10月 1日から Do-Not-Callリスト

が有効となるが、9月 1日以降に

登録した場合、リストが有効に

なるのは登録から 3ヶ月先とな

る。

（注 49）

インターネットで登録する際は、

National Do-Not-Call Registryの

ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.

donotcall.gov/）にアクセスし、登

録を希望する電話番号（1度に

3件まで）と登録者のメールア

ドレスのみを入力する。その後、

確認のメールが届くので、受信

してから 72時間以内そのメー

ルに記載されている URLをクリ

ックすれば登録が完了する。プ

ライバシー保護の観点から、登

録者の名前や住所は不要とされ

ているが、この方法では、第三

者による登録も可能と思われる。

なお、フリーダイヤルによる登

録の場合は、登録を希望する電

話からの発信を義務付け、電話

番号の照合を行っている。

（注 50）

DMAが 1985年から導入した業

界自主規制による Do-Not-Callリ

スト制度。DMAメンバーはリス

トの遵守義務があり、非メンバ

ーは、遵守を義務付けられてい

ないが、リストを購入すること

ができる。DMAによると、リス

トには現在約 750万件の登録が

ある。
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■表２：全米版 Do-Not-Call リストへの各州の対応（2003.6.25 現在）

導入状況 州

州 の リ ス ト に 登

録 さ れ た 番 号 を

自動的に全米版リス

トに転送

アラバマ、アーカンソー、カリフォルニア、コロラド、コネティカッ

ト、フロリダ、カンザス、ケンタッキー、メイン、マサチューセッツ、

ミネソタ、ノースダコタ、オクラホマ

*法案審議中：ニューヨーク、オレゴン、ペンシルベニア

州 の リ ス ト に 登

録 し て い て も、

全米版リストに再登

録が必要

アラスカ、ジョージア、アイダホ、インディアナ、ルイジアナ、ミズーリ、

テネシー、テキサス、バーモント、ウィスコンシン、ワイオミング

Do-Not-Call リスト

未導入

デラウェア、ワシントン DC、ハワイ、アイオワ、メリーランド、ネ

ブラスカ、ネバダ、ニューハンプシャー、ノースカロナイナ、オハイ

オ、ロードアイランド、サウスカロナイナ、バージニア、ワシントン、

ウェストバージニア

* 法律制定済み：アリゾナ、イリノイ、ミシガン、ミシシッピー、モ

ンタナ、ニュージャージー、ニューメキシコ、サウスダコタ、ユタ

 （出典）FCC、FTC 他

　FCC によると、全米の家庭へのテレマーケティング通話は、1 日約 1 億 400 万コー

ルと推計されているが、10 月 1 日の全米版 Do-Not-Call リスト発効を控え、最近は駆

け込みのテレマーケティングが急増している模様である。

　「事業関係が確立」されていれば、一定期間は引き続きテレマーケティングが行えるが、

WorldCom（MCI）は、この規定は、住宅加入者の 90％以上を顧客に持つ既存地域電

話事業者（ILEC）に有利に働くため、市場競争が阻害されると訴えている。これに対し、

FCC は、ダイレクトメールなどテレマーケティング以外の手段により、新規顧客の開

拓は十分可能であるとの見解を示しているが、今回の TCPA 規則改正は、通信事業者

自身のセールス活動を制限すると同時に、これまでテレマーケティング産業成長の恩恵

を被ってきた長距離通信市場にも少なからず影響を与えると考えられている。

　消費者側からは、テレマーケティングを制限された事業者が、セールスの代替手段と

してスパムメールへと流れることを懸念する声があがっており、連邦政府は、早急に新

たな対策を講じることを迫られる可能性がある。

 （山條　朋子）

＜出典･参考文献＞

FCC 03-153: Report and Order, in the matter of Rules and Regulations Implementing the Telephone 

Consumer Protection Act of 1991（2003.6.26 採択、2003.7.3 発出）

FCC ホームページ（www.fcc.gov）、FTC ホームページ（www.ftc.gov）

National Do-Not-Call Registry ホームページ（www.donotcall.gov）

Direct Marketing Association ホームページ（www.the-dma.org）

Telecommunications Reports（2003.7.15）、TR Daily（2003.5.6、6.26、6.27 他）

The United States Code（U.S.C.）、Code of Federal Regulations（C.F.R.）
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米国通信法対訳（財団法人国際通信経済研究所）

KDDI 総研 R&A 2003 年 3 月号「米国、テレマーケティングに対する規制を強化」

■参考：米国のテレマーケティング規制を巡る主な動き

時期 内容

1991 年 12 月 Telephone Consumer Protection Act of 1991 (TCPA) が成立。

FCC に対し、住宅電話加入者のプライバシーを保護するための規則を制定

するよう義務付け。

1992 年 10 月 FCC、TCPA 規則を制定。

全米版 Do-Not-Call リストの導入は見送り、テレマーケティング事業者独

自の Do-Not-Call リスト管理を義務付け。

1994 年 8 月 Telemarketing Consumer Fraud and Abuse Prevention Act が成立。

FTC に対し、不正・詐欺的テレマーケティング行為や慣習を禁止するため

の規則を制定するよう義務付け。

1995 年 12 月 FTC、Telemarketing Sales Rule（TSR）を制定。

テレマーケティング事業者に対して、顧客（応答者）への速やかで正確な

情報開示、夜間・早朝のテレマーケティング禁止、テレマーケティング事

業者独自の Do-Not-Call リスト管理等を義務付け。

2002 年 1 月 FTC、TSR の改正についての NPRM（規則制定提案告示）を発出。

2002 年 9 月 FCC、TCPA 規則の改正についての NPRM を発出。

2002 年 12 月 FTC、全米版 Do-Not-Call リストの導入を柱とする TSR の最終改正案を発

表

2003 年 3 月 11 日 Do-Not-Call Implementation Act が連邦議会で成立。

・ FTC に対して、Do-Not-Call リストの導入費用をテレマーケティング事

業者から徴収する権限を認める。

・ FCC に対して、本法成立後 180 日以内にテレマーケティング関連規則の

見直しについて結論を出すこと、FTC の TSR との整合性を図ることを要

求。

2003 年 3 月 25 日 FCC、TCPA 規則の改正についての FNPRM を発出。

2003 年 6 月 26 日 FCC、改正 TCPA 規則を採択（7月 3日発出）。

全米版 Do-Not-Call リストを FTC と共同で導入・施行することを決定。

2003 年 6 月 27 日 インターネットによる全米版 Do-Not-Call リストへの登録受付を開始。

2003 年 7 月 1 日 電話による全米版 Do-Not-Call リストへの登録受け付けを開始（ミシシッ

ピー以東は 7月 7日から）。

2003 年 10 月 1 日 全米版 Do-Not-Call リストが発効。

 （各種資料に基づき、KDDI 総研作成）
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政策（英国）

携帯電話のスパム・メール対策に向けた英国
国内法改正の動き

英国では、携帯電話のスパム・メールに対する苦情が急増しており、

スパム対策を柱のひとつとする EU のプライバシー及び電子通信指

令に適合させるべく英国国内法の改正の議論が活発化している。改

正案によれば、受信者の事前の許可無く広告メールを送信すること

は禁止されることになる。

1. 携帯電話のスパム・メールに対する苦情の急増

　電話情報サービス基準監督独立委員会 (ICSTIS：The Independent Committee for the 

Supervision of Standard of Telephone Information Services)（注 51）が、6月に発表した 2002 

アクティビティ・レポートによると、日本のダイヤル Q2に類似するプレミアム・レート・

サービス（注 52）に関する苦情が、前年に比べ 43％の大幅な増加を示し 11,572件に達し

た（図 1参照）。主な原因の一つとして、プレミアム・レート・サービスの販促を目的

とした携帯電話へのテキスト・メッセージ広告に関する苦情、すなわち携帯電話ユーザ

ーの誤解を招く内容（注 53）のテキスト・メッセージ広告が昼夜を問わず何度も送りつけ

られるといった、いわゆる携帯電話へのスパム・メールが急増したことが挙げられてい

る（図 2参照）。

図 1： プレミアム・レート・サービスの苦　　　図２：プレミアム・レート・サービスの

　　　情の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　苦情の内訳

 出典：図 1、図 2とも、ICSTIS’ 2002 ACTIVITY REPORT 掲載データ等に基づき KDDI 総研作成　

　英国における 2002年末の携帯電話加入者は、ほぼ 5千万ユーザーに達し、移動デー

タ協会 (Mobile Data Association：MDA)によると、2002年には課金対象の 168億メッセ

ージが、ショート・メッセージ・サービス (SMS)で送信され（図 3参照）、2003年は

（注 51）

ICSTISは、全てのプレミアム・

レート・サービスの内容、宣伝、

運営を監督する組織であり、9人

の委員会メンバーから構成され

る。消費者の苦情を調査し、そ

の行動規則 (Code of Practice)に

違反した企業に罰金を課し、サ

ービスを停止させる力をもって

いる。

（注 52）

プレミアム・レート・サービス

では、コンテンツ、サービスが

提供され、その料金が顧客の電

話料金と併せて徴収される。固

定または携帯電話、ファックス、

PC、インタラクティブ TV等か

ら ｢09｣で始まるプレミアム・レ

ート・ナンバーでアクセスして

利用する。提供されるサービス

として典型的なものは、TV投票、

スクラッチカード、テクニカル

ヘルプライン、電話チャット、

携帯着信音やロゴのダウンロー

ド、ファックス世論調査、星座

占い、スポーツ結果情報、イン

タラクティブ TVゲーム等が挙げ

られる。

（注 53）

例として、広告に載ったプレミ

アム・レート・ナンバーにアク

セスすると賞金が当る筈が、用

途限定の割引券だったといった

もの。
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200億メッセージに達すると予想されている。また SMSの利用を携帯電話会社別にみ

ると mmO2の伸びが著しい（図 4参照）（注 54）。プレミアム・レート産業は、SMSのも

つ莫大な潜在的消費者基盤と、日々の通信手段として確立している点に着目し、携帯電

話へのテキスト・メッセージ広告の媒体として積極的に活用しているが、一部で消費者

の迷惑を顧みない業者による携帯電話のスパム・メールが跋扈している。

　　■図３：英国における全 SMS トラヒックの推移

 出典：移動データ協会 (MDA) のホームページ　　　

　　　　　　■図 4： 携帯電話会社別にみた SMS トラヒックの推移

　　　　　　　　出典：mobile media, “SMS is low-hanging fruit for govt. bodies, 

　　　　　　　　　　　public-sector agencies”, June 13, 2003 掲載データ等に基づ

　　　　　　　　　　　き KDDI 総研作成

２．EUのプライバシー及び電子通信指令（注 55）への対応

　こうした新しい産業界の動きや社会問題に対応して、まず EUヨーロッパ委員会

（注 55）

電子通信分野における個人デー

タ処理及びプライバシー保護に

関する 2002年 7月 12日の欧州

議会及び理事会指令 2002/58/EC

（注 54）

mmO2のホームページによると、

同社の SMS利用の伸びは、SMS

でプレミアム・レート・ナンバ

ーにアクセスしてプレミアム・

レート・サービスを受けるプレ

ミアム SMSによって大きく影響

されている。また、プレミアム

SMSの 3分の 1以上は、サッカ

ーに関するものと見られている。

その要因として、mmO2がスポ

ンサーとして強豪サッカー・チ

ームの Arsenalを擁し、ファンが

同社の携帯電話を使ってプレミ

アム SMSを利用するという有利

さも貢献している。
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において、既存の ｢ 電気通信プライバシー指令 (97/66/EC)｣（注 56）が見直され、スパ

ム・メールへの対策を主眼として、2002年 7月 ｢プライバシー及び電子通信指令

(2002/58/EC)｣が採択された。EU加盟各国は、今年の 10月 31日までに各国国内法を

これに適合させる義務があり、英国においても既存の ｢ 通信（データ保護とプライバ

シー）規則 1999｣（注 57）の見直しが迫られている。これに対応すべく、貿易産業省 (The 

Department of Trade and Industry：DTI )により、法改正案が、そのホームページ上で公

開され一般の諮問に付された。

　スパムへの対応に関する条文案は、前記指令 (2002/58/EC)に沿って次のようになっ

ている。

　（法人以外の）個人に対する電子的なメールにより送りつけられた通信 (unsolicited 

communication)に適用され、次の場合を除きダイレクトマーケティング（以下 DMとする）

を目的とする送信をしてはならない。

(1) 事前に送信に同意する旨、相手から通知があること

(2)送信者が身元を偽り、または隠していないこと

(3)通信の停止を求めることのできるアドレスが提供されていること

　ただし、(1)については、以下の条件を満たせば例外とされる。（訳者註；すなわち得

意先への案内）

・製品やサービスの販売・交渉の間に、相手のアドレスを入手した場合

・ その DMが、製品やサービスに関するものだけであり、それによってその製品やサー

ビスの知識を確実に得ることができる場合

・送信を拒否する無料かつ簡易な方法が、いつでも与えられる場合

 

　このように、法改正案（およびベースとなる前記 EU指令）においては、受信者が選

択した相手にのみ送信を許可するといういわゆるオプト・イン方式（注 58）をベースとし、

例外的に既存の取引のある顧客との関係においては、受信者が選択した相手のみ送信を

拒否するいわゆるオプト・アウト方式（注 59）をとるというものである。なお現行法では、

パソコンや携帯電話のスパム・メールに対する規定はなく、新法案においてはじめて

「電子的なメール ｣のスパムに対し規制が行われることになる。

３．新法案に関する議論

　こうした法改正の動きに合わせて、新しい法律案について様々な議論が展開されて

いるが、7月 1日、国会議員で構成されるインターネットグループ (All Party Internet 

Group：APIG)（注 60）により、関係企業・団体を招いたスパム・サミットが開かれ、スパ

ム対策への有効性、課題等について論じられた。

　議論は次のような点に集中した。すなわち、そもそもスパムの送信元が EU域内であ

るものは少なく、むしろ EUの域外、特に米国からがほとんどであるので、EU域内で

オプト・イン方式の導入をすすめたとしても、効果がない。スパム対策を有効にするには、

米国はもとより、ITU、OECD等との国際的な連携活動が重要であるといった点である。

　こうした議論は、主にパソコンのスパム・メールに関するものだが、SMSを使った

携帯電話へのスパム・メールは、国を跨ると跳ね上がる料金の関係から、その送信元は

ほとんどが国内であり規制の網がかけやすいとの論調が支配的である。

（注 56）

Te l e c oms  Da t a  P r o t e c t i o n  

Directive(97/66/EC)

（注 57）

T h e  T e l e c o m m u n i c a t i o n s  

(Data Protection and Privacy) 

Regulations 1999

（注 58）

この度の EU指令 (2002/58/EC)

で採用されたように欧州ではオ

プト・イン方式によるスパム規

制の議論が以前より活発である。

既にイタリア、オーストリア、

デンマーク、フィンランド、ノ

ルウェーでは、オプト・イン方

式を義務づける法律が制定され

ている。

（注 59）

米国州法、日本等において採用

されている。

（注 60）

APIGは、ニューメディア産業と

国会議員との間で、相互利益を

図るために、公開討論会を開催

することを目的とし結成され、

その活動を通じて、社会に影響

を与えるインターネットの問題

に関する現在の国会の論争に情

報を提供するとしている。(APIG

のホームページより )
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４．携帯電話のスパム・メール対策の行方

　新法案がベースとしているオプト・イン方式は、事前に選択した相手からしか受信せ

ず、携帯電話のスパム・メール対策として非常に強力とされる一方、次のような問題が

指摘される。

・企業のように必要なメールの受信相手数が多く、また受信相手 (取引先等 )が頻繁に

追加・変更される場合は、その事前同意の通知の手間が膨大となる

・良識ある DM会社に対しても強い制約を課すことになる

　こうしたことから、その導入には慎重を期す必要があり、特に技術と法規制が一体と

なってメール・サーバー等のシステムに制限や例外の全くない純粋なオプト・イン方式

を強制的に導入した場合、携帯電話やパソコンのメールは、上記の点で非常に使いに

くく、閉鎖的なものになる可能性がある。今回の法改正案では、適用範囲を ｢ 個人への

DMを目的としたもの ｣に限っており、こうした問題を回避しようする意図が伺えるが、

そこに悪質なスパマーのつけいる隙もないではない。

　一方、オプト・アウト方式は、選択した相手からのメールのみ受信しないものなので

オプト・インと比べ一見柔軟にみえるが、拒否された送信元アドレスを変更することで

再び送りつけてきたり、不特定の受信アドレスに手当たり次第に送りつけてくる強引な

スパマーに対して拒否の応答をすることで自分のアドレスを知らせてしまい、却って事

態を悪化させるという問題があり、ほとんど効果がないというのが実態である。

　日本においても、携帯電話へのスパムが大きな問題となっているが、昨年７月、オプ

ト・アウト方式をベースとした ｢ 特定電子メールの送信の適正化等に関する法律 ｣が施

行された。施行後一時的にスパム・メールの減少がみられたが、その後施行前よりむし

ろ増加し、最近は益々悪化の様相を呈している。国内携帯電話各社も、顧客の選択によ

りオプト・インとオプト・アウト機能を利用できる環境を提供しているが、スパマーは

規制と技術の網の目を狡猾にくぐり抜け、その勢いを益々増している。

　果たして、英国においてオプト・イン方式導入が携帯電話へのスパム・メールに対し

て効を奏すのか、その動向が注目される。

【コラム】 企業の社会的責任

　英国において携帯電話へのスパム問題が高まりを見せる中、携帯電話会社の

mmO2 は 7 月 9 日、企業責任レポート 2003 を発表した。企業の社会的責任という

考え方は古くからある概念ではあるが、最近は欧州を急先鋒として、企業の持

続的成長をはかる尺度としてその倫理的側面を重視するというものであり、こ

れは世界的な潮流となりつつある。同様のレポートは、Vodafone グループも環

境問題や社会貢献を中心として毎年発表しているが、mmO2 のレポートでは今後

同社が取り組むべき課題として、アダルトコンテンツやスパムといった携帯電

話技術の反社会的側面にスポットを当てている点が注目される。

 （嶋田　実）
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市場（イラク）

CDMA より MCI 救済を重視したイラクに 
おける携帯電話システム選定

イラクにおける携帯電話システムとして最終的に GSM を採用した、

という発表が米国の通信事業者及びベンダから相次いで行われた。

この選定を巡り、一部のメディアでは、米国（CDMA）対欧州（GSM）

という図式で報道されていた。しかし、CDMA の採用を主張した米

国の Darrell Issa 下院議員に対して、GSM の採用が妥当であるとし

て反論した GSM Association の CEO Robert Conway 氏は、かつて

Motorola の要職に就き、CDMA の拡販に尽力してきた人物である。

今回のイラクにおける携帯電話システムが最終決定するまでの一連

の動向を概観しつつ、GSM の採用を決めた米国の意図について考察

する。

１．はじめに

　MCIがイラクでの携帯電話サービスの事業展開について米国政府と契約 (注 61）を締結

したと 2003年 5月 16日に公表したことを受けて、GSM Association（以下 GSMA（注 62））

も同日、MCIがイラクで携帯電話事業を行うにあたり GSMを選択したと発表した。更

に、6月 20日、メリーランド州 Columbiaに本社を置く TECORE Wireless Systemsは、

MCI向けにGSMの機器及びシステムを納入すると発表した。こうした一連の発表により、

イラクの携帯電話システムにGSMを採用するかCDMAを採用するかといった議論には、

終止符が打たれた。

　一方、米国政府が主導権を握っているイラク再建において、米国企業の Qualcommが

開発した CDMAではなく、欧州が開発した GSMが採用されたことに驚きを持つ人がい

（注 61）

今回の MCIと米国政府の契約内

容について、対象となるサービ

スエリアはイラク全土ではなく、

首都 Baghdadのみとの報道もあ

るが、執筆時点（2003.7.17）に

おいて契約の詳細は明らかにな

っていない。

（注 62）

GSMA は 1987 年に設立され、

GSMを採用している携帯電話

事業者が中心になって運営して

いる協会。2003年 6月時点で、

197カ国・地域の事業者が参加し

ており、正会員（Full Members）

が 579社、協賛会員（Associate 

Members）が 129社である。
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る。実際、採用するシステムが最終決定される前、日本でも、「欧州型導入に米議会猛反発」

という見出しをつけて報道した新聞もある。

　本稿では、CDMA採用を積極的に働きかけた Darrell Issa下院議員の動き、米国にお

ける GSMの位置付け、そして中近東における携帯電話の事情について述べ、今回米国

政府が GSMの採用を決定した背景について検証する。

２．Darrell Issa下院議員の動向

　イラクの携帯電話システムに関して、米国政府に対して積極的に CDMAの採用を働

きかけたのは、共和党の Darrell Issa下院議員である。彼は、国防省（Department of 

Defense）と国際開発援助局（United States Agency for International Development）が

イラクにおける携帯電話システムとして GSMの採用を決定したことを知り、2003年

3月 27日、Donald Rumsfeld国防長官及びWendy Chamberlain局長宛ての公開書簡に署

名、これを送付した。書状の中で、同議員は、GSMの定義として、現在使用されてい

る Global System for Mobile Communicationsではなく、80年代前半にワーキンググルー

プが立ち上がった時に用いられていた Groupe Speciale Mobileを引用し、「European-based 

wireless technologies（注 63）（欧州生まれの携帯電話技術）」である GSMを採用すること

は米国の利益を損なうと抗議した。同時に、米国議会に対して、米国企業が開発した

CDMAの採用とイラク復興事業において米国企業が優先的に契約できることを担保する

法案（注 64）を提出した。

　しかし、CDMAの採用に関する Issa下院議員の活動は、Rumsfeld 国防長官を含めた

米国政府に対してほとんど影響を与えることはなかった。なぜなら、彼が選出されてい

る選挙区はカリフォルニア州であり、同州に CDMAを開発した Qualcommの本社所在

地の San Diegoがあることから、Issa下院議員の一連の動きは、米国全体の利益を代表

するというよりも、地元に利益誘導するための主張として受け止められたからである。

　また、GSMを採用すれば、システムや機器を納入するベンダが欧州企業になるとい

う同議員の主張についても、既に、米国企業でも GSMネットワークの設備を生産・納

入しているところがあり、説得力があるものではなかったと思われる。

　例えば、今回 GSMの設備を納入する TECORE Wireless Systemsは 1991年に設立され

たメリーランド州に本社を置く企業である。同社は、今までに全世界を対象に 25のネ

ットワーク設備を納入しており、そのほとんどが GSMということである（注 65）。そして、

2002年 9月には中近東及びアフリカでの事業展開を目指して UAEの Dubaiに事務所を

開設、同年 10月には GSM中近東会議に出展するなど、中近東での GSM設備の拡販に

向けて積極的に活動している。

　また、アフガニスタンで GSMが採用された時も、機器を納入したのは TSI of New 

Yorkという米国企業であった。したがって、GSMの採用が米国企業による携帯電話設

備の受注を困難にするとの Issa下院議員の主張は、必ずしも根拠があるものではなかっ

た（注 66）。

３．米国における GSMの位置付け

　米国のデジタル携帯電話システムとしては、TDMAや CDMAが有名だが、米国で

も GSMを採用している携帯電話事業者は存在している。米国で最初に GSMを展開

（注 63）

冒頭で触れた GSMA の Issa 下

院議員に対する反論では、同議

員 が GSM を「outdated French 

standard（時代遅れのフランス生

まれの標準）」と表現したと批判

しているが、この表現は同議員

がウェブサイトにおいて公開し

ている書簡の文章には見られな

い。

（注 64）

提出された法案には H.R.1441と

いう起案番号が付与されている

が、7月 16日時点において、Issa

下院議員及び米国下院議会のウ

ェブサイトにおいて、3月 26日

に起案した後の経緯に関する記

述は見られない。

（注 65）

TECORE Wireless Systems の

Director of PLM/Marketingである

Sonu Mirchandani氏からの回答。

（注 66）

他にも、inerWAVE Communications

Internatioanl, Ltd.がイラクでの事

業機会を狙い、Baghdadに事務

所を設置する旨を 2003年 5月 9

日に発表している。
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した事業者として、1996年にサービスを開始した Cingular、Powertel、Pacific Bell、

VoiceStreamが挙げられる。その後、AT&T Wirelessも 2001年より GSMサービスを開

始している。なお、Pacific Bellと Powertelはその後 VoiceStreamに吸収合併され、その

VoiceStreamも T-mobileに買収された。

　このような事業者再編を経ながら、GSM事業者は順調に加入者を獲得していき、

2001年には GSM全体で 1,000万加入を突破、2002年には GSMの加入者比率が全体の

1割を超えた。2003年の第 1四半期には、遂に T-mobile USAが、GSM事業者としては

初めて加入者数 1,000万の大台に乗せると同時に、GSM全体の加入者比率も 10.6％か

ら 11.3％に上昇した（表 1参照）。

■表 1：米国における GSM 加入者数の推移

 単位：千加入

1999 2000 2001 2002 2003 Q1

T-mobile USA 

( 旧 VoiceStream)

3,842 4,787 6,993 9,916 10,837 

Cingular 2,091 2,614 3,671 4,670 4,940 

AT&T Wireless 0 0 0 185 370 

GSM 小計 5,933 7,401 10,664 14,771 16,147 

US Total 84,626 108,196 127,314 139,217 142,471 

GSM の割合 7.0％ 6.8％ 8.4％ 10.6％ 11.3％

 出典：Global Mobile

　こうした米国内での GSM 事業者の登場と躍進を受けて、Motorola、Lucent 

Technologies、Nortel Networksなどの主要企業を含め、GSM関連機器を製造する米国企

業が登場した。したがって、Issa下院議員が主張したように、GSMの採用が必ずしも米

国企業の不利に直結するわけではなくなってきている。

　更に、interWAVE Communications International, Ltd.（注 67）が 2003年 4月、米国陸軍の

Communications-Electronics Command（CECOM）が、Fort Monmouth （ニュージャージ

ー州）、Fort Huachuca（アリゾナ州）、Fort Bragg（ノースカロライナ州）の 3カ所で

GSMシステムを導入する契約を同社と締結する見込みであると発表している（注68）。また、

同社は、今回納入するシステムが年内に国防省のシステム全体に採用される可能性があ

ることにも言及している。この発表を受けて GSMAは、米国政府が陸軍のネットワー

クに CDMAではなく GSMを採用したとして歓迎している（注 69）。

　このように、携帯電話システムとして GSMより CDMAを優先することが、民間だけ

でなく政府レベルにおいても、必ずしも絶対的な方針にはなっていないことがわかる。

但し、このことで、米国政府が諸外国で CDMAが採用されるか否かについて関心を持

っていないと判断するのは早計であると言えよう。

（注 67）

1994 年に設立され、2000 年 1

月に NASDAQ公開を果たした。

本社はシリコンバレーにあり、

主な納入先として、Hutchison 

Telecom、China Telecom、China 

Unicom、Telstra（Australia）がある。

（注 68）

同社広報資料 2003年 4月 29日

（注 69）

GSMA広報資料 2003年 5月 1日
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４．イラクにおける GSM採用の利点

　MCIがイラクの携帯電話事業で GSMを採用することを発表してから約 1ヶ月が経過

した 2003年 6月、Mobile Telecommunications Co.（以下 MTC-Vodafone（注 70））がイラク

南部で GSMによる携帯電話事業を展開すると公表した。日本ではあまり報道されてい

ないが、このことが MCIの GSM採用に影響を及ぼした可能性が強い。以下に、イラク

において GSMを採用することが、加入者にどのような利点をもたらし、それが結果と

して、事業者の収益にどのような影響を与えるかについて触れる。

　冒頭に述べたように、GSMAは 2003年 3月 28日、Issa下院議員が Rumsfeld長官に

宛てた公開書簡に対して、「今日、GSMを欧州あるいはフランスの技術と決めつけるこ

とは滑稽である」と反論している。また、その中で GSMは 193カ国・地域で採用され、

加入者数もほぼ 10億人（注 71）に達しているとし、文字通り「Global System for Mobile 

Communications」であると指摘している（表 2参照）。

■表２：地域別 GSM の加入者数実績及び予測

 単位：百万加人

97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07

アフリカ 1.8 3.4 7.2 16.0 26.2 36.9 51.1 71.0 94.4 121.2 146.0

中南米 0.03 0.3 0.9 2.1 4.5 8.4 11.9 17.5 24.0 30.8 37.2

アジア・

太平洋
16.9 35.5 70.7 138.5 226.1 313.9 381.5 447.5 505.6 552.5 587.0

東欧 2.9 6.6 13.1 27.5 48.5 73.4 97.1 119.1 135.0 144.6 150.0

西欧 46.9 87.3 156.9 256.3 298.6 328.4 355.2 370.4 379.4 385.0 388.9

中近東 1.3 2.3 3.9 7.0 11.4 17.4 23.8 31.5 39.3 46.8 53.0

北米 1.3 3.0 5.7 9.2 12.5 17.6 20.6 23.7 26.4 28.7 30.9

合計 71.1 138.4 258.4 456.6 627.8 796.0 941.3 1,080.0 1,204.1 1,309.6 1,393.0

 出典：GSMA ウェブサイト

　また、GSMAは、イラクでは国連の経済制裁により GSMシステムが導入されてい

ないものの、アラブ圏では既に 20カ国以上に同方式が導入されており、加入者数も

6,000万人（注 72）を超えるとしている。一方、アラブ圏において CDMAを採用している

国は無いと主張している（注 73）。こうした事実が、米国政府が GSMの導入を容認した理

由として考えられる。なぜなら、海外ローミングサービスを考慮した場合、加入者の利

便性と事業者収益の両面において、GSMが CDMAより有利なことが明白だからである。

　海外ローミングサービスは、GSMの開発における重要課題の 1つであったこともあり、

現在では、GSM事業者の主要サービスの 1つとなっている。具体的なサービス内容は、

加入者が海外滞在中でも、同じ携帯電話番号で音声だけでなく、Short Messageの発着

（注 70）

クウェートの携帯電話事業者。

2002年 9月に Vodafoneとパート

ナ契約を締結し、MTC-Vodafone

というブランド名でサービス展

開している。正式な加入者数は

公表していないが、2002年 9月

のVodafoneの広報資料によると、

60万人以上となっている。

（注 71）

GSMA のウェブサイトでは、

2003年 3月末時点で GSMの加入

者数は全世界で 8.3億人、同年 5

月末時点で8.6億人となっている。

2003年末時点の予測加入者数は

9.4億人で、10億人に達するのは

2004年の見込みである。

（注 72）

GSMA の原文ではアラブ圏の

GSM加入者数を 6,000万人とし

ており、海外でもこの数値が報

道されているので、本稿でもこ

れを引用している。表 2では中

近東の加入者数が 2003年末の予

測でも 2,380万人となっている

が、GSMAのアラブ圏には、エジ

プトやトルコなどが加えられて

いると考えられる。

（注 73）

中近東に位置するイスラエル（ア

ラブ圏ではない）では、Pele-

phoneが CDMAを展開している。
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信が可能になるなど、加入者の利便性が大いに高まるものとなっている。また、以下の

理由から、同サービスは事業者にとっても重要な収益源の 1つとなっている。

　・ ローミング料金、特に In-roaming（注 74）の通話料は通常料金ほど事業者間競争が厳

しくなく、高めの料金設定が可能。

　・ In-roamingの料金は事業者間清算のため、通常料金に比べて貸し倒れリスクが少な

い。

　・In-roamingは他事業者の加入者であり、顧客の新規獲得・維持に要する費用が不要。

　海外ローミングサービス収入の数値を公表している主要事業者がいないため、具体的

な収益については明らかでない。しかし、筆者が 2000年 4月に GSMAの会議に参加し

た際、複数の事業者から海外ローミングサービスの収益に対する貢献度の大きさを説か

れ、多くの GSM事業者が 100以上の事業者と同サービスを展開していることからも、

海外ローミングサービスの収益は重大であると言えよう。

　同時に、イラクはサウジアラビアに次ぐ石油埋蔵量を有していると言われており、国

連の経済制裁が解かれた後は、油田開発や石油輸出による収入に支えられたインフラ整

備工事が急速に展開すると言われている。したがって、こうした復興事業に伴い、技術

者を含む多くの関係者が海外からイラクに渡り滞在することになる。同国の油田開発に

は、英国、フランス、ロシアなどの企業が関係しており、GSMと CDMAのサービスが

混在している場合、こうした企業関係者が GSM事業者のローミングサービスを選択す

ることはほぼ確実である。また、アラブ圏の近隣諸国や欧米などに出かける富裕層も、

海外ローミングサービスの利便性から GSM事業者を選択する可能性が極めて高い。

　現時点では、MCIは首都 Baghdad、MTC-Vodafoneはイラク南部、とサービスエリア

が分かれているが、今後、両社がサービスエリアを拡大することを前提に、MCIによる

CDMA選択を想定すると、GSMを採用している MTC-Vodafoneより不利になることは

避けられない。したがって、MCIが収益面から GSMを採用することは、一企業として

妥当な判断と言えるだろう。また、ベンダについても、Issa下院議員が指摘した欧州系

ベンダではなく、米国企業が発注を受けたこともあり、今回の GSMの選定に関し、米

国内で特に大きな問題が生じたという報道は現時点で見られない。

５．MCIがイラクの携帯電話事業を受注した背景について

　今回のイラクでの携帯電話事業において米国政府が MCIに発注したことを巡り、米国

内で携帯電話事業を展開していない同社が受注したことに疑問を抱く関係者もいる。更

に、100億ドルを超える不正会計処理が原因で連邦破産法第 11条を申請した同社が受

注したことを問題視する声もある。この背景として、今回の発注額が 4,500万ドルと多

額であったこと、今回の受注事業者が暫くは Baghdadにおいて事実上独占事業者とな

る可能性があり、そうなれば確実に収益を確保できること、が挙げられる。こうしたこ

とを踏まえた上で、本節では MCIが選ばれた背景について考察する。

　MCIは、1998年 9月に当時のWorldComと MCI Communicationsが合併（注 75）、長距離

系通信会社として AT&Tに次ぐ米国第 2位の通信事業者となったが、不正会計処理に

より 2002年 7月 21日に連邦破産法第 11条を申請した（注 76）。その後、WorldComによ

る負のイメージの一掃を狙って改名した会社名が MCIである。同社は、再建途上にあり、

2003年の月次報告書を見ると、リストラ費用である Total reorganization itemsが 2億ド

ル近い月もある（表 3参照）。更に、同社は個人市場及び中小企業の法人市場で厳しい

（注 74）

In-roamingとは他事業者の加入

者が自社のサービスエリアで

ローミングを利用する場合を指

す。一方、自社の加入者が他事

業者のサービスエリアでローミ

ング機能を利用する場合は、Out-

roamingと呼ばれることが多い。

（注 75）

1998年 9月の合併時の存続会社

はWorldComで、合併後の社名は

MCI WorldComだったが、2000年

5月にWorldComに変更された。

（注 76）

WorldComによる連邦破産法第 11

条の申請は、米国市場において

最大規模の企業破綻として取り

上げられ、日本でも「WorldCom

ショック」として大きく報道さ

れた。
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競争が展開されていることを受けて、今年度を含めた 3カ年の事業計画を下方修正した。

その結果、2003年から 2005年までの 3カ年の合計で 42億ドルの減収になると予想し

ている（表 4参照）。このように、MCIの再建計画が軌道に乗ったと判断するのは、時

期尚早と言えるであろう。

　加えて、米国証券取引委員会が MCIを相手取った訴訟（注 77）の和解金として、今年の

7月 7日に 7億 5,000万ドル（注 78）が確定したが、この額は当初想定されていた 5億ド

ルを 50％も上回るものとなっており、MCIには今後も厳しい事業環境が予想される。

　一方で、MCIは音声通信だけでなく、インターネットサービスプロバイダ等の事業も

展開しており、2003年の単月収入が毎月 20億ドルを超えるなど（表 3参照）、依然と

して米国における主要通信事業者の一角を占めていることに変りはない。また、2003

年 6月末時点で、MCIグループ全体で約 55,000人の従業員が勤務しており、同社が破

綻した場合の社会的影響は計り知れない。したがって、MCIの再建を円滑に進めること

は、米国にとって大きな課題の 1つと言える。

■表 3：2003 年の MCI 月次決算の概要

 単位：百万ドル

03/1 03/2 03/3 03/4

Revenues 2,163 2,030 2,101 2,050

Operating Income 176 44 84 114

Total reorganization items 37 182 48 117

Net Income 155 ▲ 332 43 4

 出典：MCI ウェブサイト

■表 4：MCI の 3 カ年計画

 単位：百万ドル

2003 2004 2005 3 カ年計

Revenue

見直し前 24,700 25,800 27,800 78,300

変動幅 ▲ 200 ▲ 1,200 ▲ 2,800 ▲ 4,200

見直し後 24,500 24,600 25,000 74,100

EBITADA

見直し前 2,800 4,100 5,400 12,300

変動幅 ▲ 100 ▲ 400 ▲ 1,300 ▲ 1,800

見直し後 2,700 3,700 4,100 10,500

 出典：Financial Times 2003 年 7 月 9 日

６．おわりに

　米国企業である Qualcommが CDMAを開発したことから、今回のイラクにおける携

帯電話のシステム選定を巡り、米国方式対欧州方式という構図で報道されることが多か

った。確かに、CDMAは米国で開発された技術であり、GSMは欧州で開発された技術

である。しかし、GSMは、既に中近東をはじめとし、日本と韓国を除くほとんどの主

（注 77）

本訴訟は、不正会計処理が投資

家に損害を与えたとして、米国

証券取引委員会が起こしたもの

である。

（注 78）

7億 5000万ドルの内訳は、現金

による支払いが 5億ドル、残り

の 2億 5000万ドルは MCIの株式

を割り当てることになっており、

この株式割り当て分が追加とな

っている。
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要国において採用されていることもあり、イラクにおいて GSMと CDMAの携帯電話事

業者が存在した場合、GSM事業者が圧倒的に有利となることは既に述べたとおりであ

る。また、米国企業でも GSM関連システムや機器を扱っており、GSMの採用、即ち欧

州企業への発注ということを意味しておらず、また実際にもそうならなかった訳である。

　したがって、今回の携帯電話のシステム選定に関して米国政府は、CDMAベンダを優

先するか、携帯電話事業者の採算を優先するかの判断を迫られていたと言える。そして、

同政府の選択は後者（イラクで携帯電話事業を展開する再建途上にある MCIの採算重視）

となった。一方で、MCIが不正な会計処理により連邦破産法第 11条を申請したという

事実に加えて、米国で携帯電話事業を展開していないことから、今回の MCIによるイラ

クにおける携帯電話事業の受注に関して批判的な見方もある。

　しかし、現大統領の父親であるブッシュ元大統領は 1991年の湾岸戦争後に圧倒的な

支持を得ながらも、その後、米国経済が低迷したことにより、再選を果たすことが出来

なかった。したがって、2004年に控えた大統領選挙での現大統領再選に向け、米国経

済の成長を維持することが現政権の最重要課題の 1つである。このことから、万が一、

破綻した場合の影響が大きい MCIの再建を側面から支援することは、現政権の政治的判

断によるところが大きかったと言えるのではないだろうか。

【コラム】GSMA の政治力について

   

　かつて「外交の欧州」と謳われたが、その能力がいかんなく発揮されている

のが本文にも登場した GSMA の動きと言える。冒頭に述べたように、Issa 下院議

員に反論した GSMA の CEO Robert Conway 氏は Motorola 出身である。また、2000

年 4 月には、VoiceStream PCS の会長（当時）の Jim Healy 氏が GSMA の議長に

選任された。こうした一連の動きには、欧州色の強い GSM というイメージを和

らげるため、米国の囲い込みを図りたいとする GSMA の意図が垣間見える。

　同様に、現在の GSMA の議長である Craig Ehrlich 氏は、かつて香港の SUNDAY 

Communications の要職にあり、その前は Hutchison Telecommunications に勤め

ていた。この選任には、携帯電話加入者数で世界一となった中国を見据えた思

惑が見え隠れする。また、3G サービスの WCDMA を導入することを機に、2000 年

4 月、GSM を採用していない日本からも NTT DoCoMo と J-Phone が正会員となっ

ている。

　今回イラクで採用する携帯電話システムについては、米国企業が開発したシ

ステムの採用を訴えた米国人に、かつてそのシステムを売っていた米国人が反

論する構図となった。GSM が普及した背景には、こうした欧州の練熟した外交が

果たした役割が大きいのかもしれない。

 （今村 　一晃） 
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